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○議事日程 

   令和６年９月１９日（木） 第３日 

  第 １  会議録署名議員の指名について 

  第 ２  一般質問 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

○本日の会議に付した事件 

 議事日程のとおり 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

○出席議員    １０ 名 

        １   番        広 瀬 恵理子 君 

        ２   番        加 藤 雅 浩 君 

        ３   番        長谷川   淳 君 

        ４   番        村 山 博 司 君 

        ５   番        松 本 暁 大 君 

        ６   番        三 宅 祐 司 君 

        ７   番        松 原 浩 二 君 

        ８   番        櫻 井   明 君 

        ９   番        渡 邉 憲 司 君 

       １０   番        木 下 美津子 君 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

○欠席議員    な し 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

○説明のため出席した者の職氏名 

   町            長    後 藤 友 紀 君 

   副      町      長    傍 島 敬 隆 君 

   教      育      長    野 原 弘 康 君 

   会 計 管 理 者    小 関 久 志 君 

   総 務 部 長    堀 塲 康 伸 君 

   総 合 政 策 部 長    安 田   悟 君 

   福 祉 部 長    岩 田 恵 司 君 

   土 木 部 長    井 上 哲 也 君 

   住 民 部 長    小野木 崇 夫 君 

   総 務 課 長    服 部 貴 司 君 
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   財 政 課 長    記 野 雅 之 君 

   総 合 政 策 課 長    摂 田 真 広 君 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

○職務のため出席した事務局職員 

   議 会 事 務 局 長    三 輪   学 

   書            記    西 脇 信一郎 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

 開議 

 午前１０時００分 開議 

○議長（櫻井 明君） ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付申し上げたとおりであります。 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

 第１ 会議録署名議員の指名について 

○議長（櫻井 明君） 日程第１、議事録署名議員の指名を行います。 

 本日の議事録署名議員には、会議規則120条の規定により、議長において５番 松

本暁大議員、６番 三宅祐司議員の両君を指名します。 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

 第２ 一般質問 

○議長（櫻井 明君） 日程第２、これより一般質問を行います。 

 質問の通告がありましたので、順次発言を許します。 

 10番 木下美津子議員。 

○１０番（木下美津子君） 皆様、おはようございます。 

 10番議員 木下でございます。 

 議長よりお許しをいただきましたので、発言させていただきます。 

 通告に従い、３項目の質問を分割質問させていただきます。 

 １項目めは、児童・生徒のプライバシーや心情に配慮した学校での健康診断につい

てお伺いをいたします。 

 学校での健康診断について、文部科学省は、児童・生徒のプライバシーに配慮した

実施環境の考え方を今年に入り示しました。健康診断について、これまでは服装など

に特に定めはなく、地域や学校によって運用が異なっておりました。近年、児童・生

徒や保護者から上半身裸での受診を不安に思う声が上がっていて、今回の通知では、

プライバシーや心情に配慮し、正確な検査、診察に支障のない範囲で、原則体操服や

下着、タオルで体を覆うよう求めました。 



- 27 - 

 学校側の運用では、男女別に実施する、そして囲いやカーテンなどで個別スペース

を用意する、そして児童・生徒と同性の教職員が立ち会う、また待機時は体操服やタ

オルなどで体を隠せるようにするといったことを具体的に示されました。そして、原

則着衣のままの健康診断でよいとのことです。 

 しかし、一方では、着衣のままでは正確な検査、診断が困難との懸念の声です。そ

れは成長期に大切な背骨の状況や病気、そして心臓の異常など、正確な検査、診断に

は視触診の実施が不可欠な場合もあるとの意見があることです。こうした意見もある

ことを私も承知しております。 

 そこでお伺いをいたします。 

 １つ目、岐南町の小・中学校においての健康診断は、現在、どのように実施、対応

されておられますか、お聞かせください。 

 ２つ目、現状の運用の中での課題、問題点があればお聞かせください。 

 ３つ目、保護者の理解、また医師会との連携等、推進する上での課題等あれば、お

聞かせください。 

 以上で、１項目めの質問を終わります。ご答弁よろしくお願い申し上げます。 

○議長（櫻井 明君） 野原弘康教育長。 

○教育長（野原弘康君） おはようございます。 

 木下議員の１項目め、児童・生徒のプライバシーや心情に配慮した学校での健康診

断について１番目のご質問、岐南町の小・中学校においての健康診断での現場での対

応についてお答えをいたします。 

 児童・生徒の定期健康診断については、学校保健安全法第13条において、学校にお

いては、毎学年定期に児童・生徒等の健康診断を行わなければならないとあり、各学

校では法に基づき、６月30日までに健康診断を終えるよう計画しております。検査内

容は身長及び体重、栄養状態をはじめとして、学校保健安全法施行規則第６条にござ

います全11項目の検査を確実に実施することで、児童・生徒の心身の健康の保持、促

進を図っております。 

 特に、心電図につきましては１回目から標準12誘導心電図を実施していることであ

るとか、あるいは尿検査については判定委員会後に再検査等の通知を出し、第２次検

査まで実施していること、脊柱側わん症の早期発見、並びに運動器検診も丁寧に実施

をしております。 

 さて、議員ご指摘の環境整備につきましては、令和６年１月22日付で、児童生徒等

のプライバシーや心情に配慮した健康診断の実施のための環境整備についての通知が

ございました。別紙にありました環境整備の考え方については、その具体が示されて
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おります。教育委員会及び郡内の養護教諭部会にて、これを基に正確な検査、診察を

実施するとともに、児童・生徒等にプライバシーや心情に配慮するための対応につい

て検討をいたしました。そして、各学校と学校医の間でどのような配慮ができるのか

を合意形成したものを、定期健康診断の実施についてという文書にて、保護者に配付、

周知をいたしました。 

 その文書には、特に留意が必要な検査項目についてと検査・診察における対応につ

いてを示しておりますが、特に後者については、大きく４点ここでご紹介します。 

 立会いは養護教諭や同性の教員になるよう配慮すること。囲いやカーテンによる検

査・診察のスペースを配慮すること。必要に応じて体操服の下から視触診をしたり、

下着の下から聴診器を当てたりする場合は児童・生徒に承諾を得ること。体操服をめ

くる場合は養護教諭が行うこと。さらに女子中学生に対しては、検診の意義や服装に

ついてプリントを活用しながら説明し、理解を図っているところでございます。 

 羽島郡二町の学校では、これらのことを行い、プライバシーや心情に配慮するとと

もに、適切な健康診断が実施されるように努めております。 

 続いて、２番目のご質問、現状の運用の中で課題、問題点等についてをお答えいた

します。 

 今年度は現状の運用の中で、正確な診察とプライバシーや心情への配慮を両立した

対応に努めてまいりました。実際の検診を終え、プライバシーを守ることも大切だが、

信用のみで確認することについて若干の心配もある、児童・生徒の今後の健康状態に

ついて注視する必要もあるとの考えもございます。 

 当町の児童・生徒数が多い学校ですと、１人の学校医で700人以上を限られた時間

で検診していただいており、大変ご無理なお願いをしているところでございます。そ

うした中ではございますが、令和５年度のデータから心臓の疾患や、あるいは尿たん

ぱくの検出等において、２次検査につなぐことや医療との連携を図ることが全国に比

べ、きめ細かく行われていると認識をしております。 

 最後に、３番目のご質問、保護者の理解、また医師会との連携等を推進する上での

課題等についてお答えをいたします。 

 今回のプライバシーや心情に対する配慮については、羽島郡では通知の内容を医師

会を通じて周知いただいておりましたので、学校と学校医、双方の理解の下、連携を

図りながら進めることができました。 

 また、診断という点では、諸検査を業者に任せるだけではなく、学校医の連携、協

力を得て、より正確な指導へとつないでおります。例えば、尿検査の結果については

岐阜市・山県市・もとす・羽島郡合同学校腎臓検診判定委員会を実施し、広域の学校
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医の協力を得て、一人一人の症状の分析やその後の指導につないでおります。 

 今後も児童・生徒の健康の保持・促進に向け、適切な検診がなされるよう対応して

まいります。 

 以上で答弁を終わります。 

○議長（櫻井 明君） 10番 木下美津子議員。 

○１０番（木下美津子君） ご答弁ありがとうございました。 

 では、２項目めの質問に移らせていただきます。 

 ２項目めは、こども家庭センター設置計画についてお伺いをいたします。 

 2022年改正の児童福祉法に基づき、今年度からこども家庭センターの設置が自治体

の努力義務となりました。５月時点での全国の設置状況は50％余りで、岐阜県におき

ましては、42市町村中27市町村が設置しているようでございます。 

 従来の子育て世代包括支援センターは母子保健機能を担い、そして全国でも40％弱

の設置数であります子ども家庭総合支援拠点は児童福祉機能を担い、虐待や貧困など

の問題を抱えた子供、保護者を支援する組織でございます。こども家庭センターは、

母子保健と児童福祉に関する相談支援を一体的に担うところとしております。出産前

から子育て期まで切れ目のない支援を行うことを目的に、母子保健と児童福祉の両機

能の連携、協働を深め、虐待への予防的な対応から子育てに困難を抱える家庭まで、

一体的な組織として相談する支援を実施するのがこども家庭センターであると理解し

ております。そして、こども家庭庁は令和８年度末までに、全ての市区町村に設置を

目指しているとしております。 

 そこでお伺いをいたします。 

 １つ目、とても複雑でちょっと理解しにくいところもありますが、まずはこの私の

理解で間違っていないでしょうか。分かりやすくお教えください。 

 ２つ目、岐南町としてこども家庭センター設置に向けての計画、また進めていく上

での課題等あればお聞かせください。 

 以上で、２項目めの質問を終わります。ご答弁よろしくお願い申し上げます。 

○議長（櫻井 明君） 岩田恵司福祉部長。 

○福祉部長（岩田恵司君） 木下議員の２項目め、こども家庭センター設置計画を問う

の１番目のご質問、こども家庭センターの概要について問うについてお答えいたしま

す。 

 こども家庭センターの目的は、母子保健・児童福祉の両機能の連携・協働を深め、

虐待への予防的な対応から子育てに困難を抱える家庭まで、ポピュレーションアプロ

ーチとハイリスクアプローチを両輪として、切れ目なく漏れなく対応することでござ
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います。 

 概要につきましては、議員のおっしゃるとおりでございます。 

 その背景につきまして少し付け加えさせていただきますと、平成28年の児童福祉法

改正において、児童の身近な場所における福祉的支援を行う市町村の責務が明確化さ

れ、母子保健に関する各種の相談に応ずる等の事業を行う子育て世代包括支援センタ

ーの設置と、児童及び妊産婦の福祉に関し、相談指導などの必要な支援を行うための

子ども家庭総合支援拠点の整備に努めることが定められました。 

 一方で、核家族化や地域社会の変容等を背景に、子育てに困難を抱える世帯が顕在

化している中、組織が別であるために連携・協働を行うことや情報共有が困難である

という課題が生じてまいりました。 

 そのため、子育て世代包括支援センターの持つ母子保健機能と子ども家庭総合支援

拠点の持つ児童福祉機能の設立の意義や機能を維持した上で、組織を見直し、令和６

年４月から全ての妊産婦、子育て世帯、子供に対し、母子保健、児童福祉の両機能が

一体的に相談支援を行う機能として、こども家庭センターの設置に努めることとされ

たものでございます。 

 さらに、新たに加わった役割といたしましては、支援を要する子供、妊産婦等への

必要な支援内容を組み立て、サポートプランとして作成していくこと、民間団体と連

携しながら支援体制の充実・強化を図るために地域資源を開拓していくことなどが挙

げられております。 

 ２番目のご質問、岐南町としてこども家庭センター設置に向けての計画、また進め

ていく上での課題等をお聞かせくださいにつきましてお答えいたします。 

 現在の岐南町子育て世代包括支援センターは、平成30年４月から開設のほうをされ

ており、当初より保健師等による妊産婦及び児童等に関する相談支援を行う母子保健

機能だけでなく、虐待対応を含む児童福祉の相談等を行う児童福祉機能を併せ持ち、

既にこども家庭センターとしての機能を兼ね備えております。 

 その一方で、こども家庭センターの開設に向けては、センター長や統括支援員をは

じめ、一体的な相談支援のための職員体制の確保、こども家庭センターを維持してい

くための人材育成を含めた見通しを持った計画、運営していく上で要綱等を含めた支

援体制の整備などの課題がございます。 

 なお、当町といたしましては、令和７年４月の設置に向けて計画を進めているとこ

ろでございますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） 10番 木下美津子議員。 

○１０番（木下美津子君） ご答弁ありがとうございました。 
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 続きまして、３項目めの認知症をより理解するためにについてお伺いをいたします。 

 今年１月に施行されました認知症基本法に基づき、政府はこの秋にも、認知症施策

の推進基本計画を策定する方針を示しております。市区町村においても、国・県の計

画を踏まえた上で、地域の実情に即した施策推進計画を策定する努力義務が課せられ

ております。 

 その重点目標は、認知症になったら何もできなくなるのではなく、認知症とともに

希望を持って生きるという新しい認知症観を打ち出し、地域社会に広めることとして

います。年を取れば誰もが当事者になり得る認知症で、多くの認知症は進行性であり、

発見が遅れるほど進行速度も加速し、対応が困難になります。 

 一方で、進行を抑制する薬も開発されていて、早い段階で分かれば薬で症状の進行

を抑えられるそうでございます。早期発見と早期診断が大切であります。 

 過去には痴呆と呼ばれ、誤解や偏見を持たれたイメージもいまだ根強く残っており

ます。何も分からなくなるといった古い認知症観から脱却し、新しい認知症観を地域

に浸透させることが大切と考えます。そのためにも、認知症の予防の大切さとともに、

全てにおいて、まずは認知症をより理解することが大切であると思います。 

 そこで、４点お伺いをいたします。 

 １つ目、2018年２月に岐南町中央公民館におきまして、地元の医師であります日本

認知症学会認定専門医の奥村 歩先生の講演を開催し、多くの町民の方が参加されま

した。また、2019年５月には羽島郡議員総会で、記念講演として認知症の理解と予防

について講演をしていただきました。こうした講演を再度開催し、認知症への理解を

より深める機会をつくるべきと考えますが、いかがお考えでしょうか。 

 ２つ目、軽度認知症は改善するとの講義を、具体的に調査、結果も含め講義される

のが可児市の岐阜医療科学大学の薬袋淳子教授でございます。軽度認知症（ＭＣＩ）

の改善にはまず有酸素運動、ウオーキング等ですね、またコグニサイズと言われる運

動と認知課題を組み合わせた運動療法です。足踏みをしながら計算とか、しりとりを

するとか、そしてまた昨日の３行日記。これ、今日の日記を書くんじゃなくて、昨日

何をしたかを簡単に３行で書くというね。それが認知症機能の改善にすごい効果があ

るとされています。こうしたお話を、私は土岐市文化プラザでお聞きいたしました。

多くの市民の方たちが参加しておられました。こうした講演をぜひ岐南町でも開催を

希望いたしますが、いかがお考えでしょうか。 

 ３つ目、認知症の方に寄り添うケア技術のユマニチュードも、認知症を理解するた

めに大切な技術です。このユマニチュードにつきましては広瀬議員もよくご存知であ

りますが、ユマニチュードはフランス発祥の認知症のケア技術で、相手にあなたを大
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事に思っていることを、見る、話す、触れる、立つの４つの柱で相手が理解できるよ

うに届けるケア技術です。介護の現場で一生懸命にケアしても、相手から拒否された

り、また暴言を受けたりすることがあります。その相手にユマニチュードを実践する

と、たった数分で抵抗せず、笑顔でのケアができるようになります。 

 私はオンラインで日本ユマニチュード学会の本田美和子代表理事のお話をお聞きし、

その実践映像も拝見いたしました。ぜひ講演、講座の実施をお願いいたしたいと考え

ておりますが、いかがお考えでしょうか、お聞かせください。 

 ４つ目、昨年９月実施の認知症希望大使を招いての講演は私も参加させていただき

ました。認知症のご本人と奥様とサポーターの方が付き添われての講演でした。その

日はご本人の状態が通常とは異なっていたようで、奥様とサポーターの方がそれぞれ

に対応され、認知症はその日その日、本人の状況が異なることをリアルに見聞できま

した。認知症希望大使の講演は次年度以降の継続も考えているとのことでございまし

たが、今後の開催はどのように予定されておられますか、お聞かせください。 

 これで３項目めの質問を終わります。ご答弁よろしくお願い申し上げます。以上で

す。 

○議長（櫻井 明君） 岩田恵司福祉部長。 

○福祉部長（岩田恵司君） 木下議員の３項目め、認知症をより理解するために、につ

いての１番目のご質問、認知症学会、認知症専門医の再度講演を開催する考えは及び

２項目めのご質問、軽度認知症は改善するとの講義の開催をについては関連性がござ

いますので、まとめてお答えのほういたします。 

 平成30年２月24日に開催いたしました岐南町介護予防講演会の講師として、奥村 

歩先生を招聘いたしました。「脳神経外科医が教えるボケない技術（テク）」をテー

マにご講演いただき、大変多くの町民の方が参加をいたしました。参加者からは認知

症やその予防に対する正しい知識を学ぶことができたなどの多くの声があり、非常に

好評でございました。 

 また、可児市の岐阜医療科学大学の薬袋淳子教授につきましては、認知症に移行さ

せないための研究に精通した権威であり、主に中濃、東濃圏域で健康講座、認知症予

防講座等の講師としてご活躍中であられます。 

 町では、これまで認知症の普及啓発に当たり、毎年11月に岐南町、笠松町及び羽島

郡医師会が主催で介護の日フェアを開催し、その中で認知症に対する理解を深めるた

めの啓発活動を継続してまいりました。今年度の介護の日フェアは、11月17日に岐南

町中央公民館で開催することが決定しており、認知症を題材とした映画上映及びＶＲ

ゴーグルを使用した認知症体験コーナーの設置などを計画し、認知症の正しい知識の
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普及と理解の促進を図る予定ですので、ぜひご参加ください。 

 今後、認知症や認知症予防の正しい知識を学ぶ認知症専門医による講演及び軽度認

知症の改善について学ぶ講義を開催するについては、羽島郡医師会においても何人か

の認知症専門医が見えますし、岐阜大学、岐阜聖徳学園大学、岐阜聖徳学園大学短期

大学部、岐阜聖徳学園高等学部とは学官連携の協定を締結しておりますので、それぞ

れのテーマに合わせた適任者を選定した上で、講演や講義を実施できるよう検討して

まいります。 

 続きまして、３番目のご質問、認知症の方に寄り添うケア技術「ユマニチュード」

の講演、講座の実施の考えについてお答えします。 

 ユマニチュードは、先ほどもお話がありましたように、認知症の人に優しさを伝え

るコミュニケーション技術を指し、あなたのことを大切に思っていますと伝えるため

の技術や、認知症の人に確実に情報を伝えるための技術等を学ぶ日本ユマニチュード

学会より普及啓発が図られているコミュニケーションの技術を指します。 

 現在、認知症により、理解をするための事業といたしましては、岐南町社会福祉協

議会に委託して実施しております認知症地域づくり等運営事業がございます。この事

業の中で認知症に関する知識の普及啓発に関すること、認知症に関する相談、関係機

関との連携に関すること、認知症サポーター養成講座及びフォローアップ講座に関す

ること、その他認知症に関する勉強会、研修会等に関することなどを実施しておりま

す。 

 認知症の方へのコミュニケーション法やケア技術には、議員ご指摘のユマニチュー

ドのほかに、認知症の方の言動や行動を意味あることと捉え、認め、受け入れるバリ

デーション法や、認知症を持つ人を一人の人として尊重し、その人の立場に立って考

えケアするパーソン・センタード・ケアといった一般的な手法があり、認知症サポー

ター養成講座等で、認知症の方への基本姿勢や具体的な対応を学ぶ場におきましては、

これらの手法を参考に講義を行うことができておりますので、現時点におきましては

ユマニチュードに限定した講演、講座を実施する考えはございません。 

 続きまして、４番目のご質問、昨年９月実施の認知症希望大使を招いての今後の講

演予定はについてお答えのほういたします。 

 昨年９月30日に岐阜県認知症希望大使の林田光一様と妻の純子様をお迎えし、岐南

町認知症ミーティングと題し、認知症と共に生きる当事者とご家族のお話をお聞きし

ました。 

 認知症希望大使につきましては、令和元年度に全国版の希望大使が創設され、令和

６年３月末で全国版希望大使が７名、地域版希望大使が21都道府県で68名、希望大使
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として活躍しており、岐阜県におきましては３名の希望大使の方が活動のほうをして

おみえになります。今年度も岐阜県におきましては、新たな大使が委嘱され、この９

月27日に委嘱式と講演会が県で開催されますので、職員を出席させることにしており

ます。 

 認知症希望大使を招いた講演につきましては、昨年度に引き続き講演会という形式

での実施のほうも考えておりましたが、より身近に、そして気兼ねなく認知症希望大

使やその家族の方に、個別で認知症本人及び家族が悩みを直接聞いてもらえる機会を

提供できるよう、本人ミーティングの形式で行うことを思料しており、今年度中に開

催できるよう、現在準備のほうを進めております。 

 いずれにいたしましても、希望大使の認知症になってからも自分なりに歩んでいる

ことを知ってほしい、できることがある、自分らしく楽しく生きていけることを知っ

てほしい、自分の経験や体験を伝えることで、次に続く人が自分と同じような苦労を

せずに、もっと笑顔で人生を送ってほしいという強い思いを伝える場を設け、認知症

になっても尊厳が守られ、安心して生活できる地域づくりに推進してまいります。以

上でございます。 

○議長（櫻井 明君） １番 広瀬恵理子議員。 

○１番（広瀬恵理子君） １番議員 広瀬でございます。 

 議長のお許しを得ましたので、通告に基づき、大きく２項目を分割質問方式にて質

問させていただきます。 

 １つ目、防犯カメラの設置について。 

 近年、防犯カメラの普及に伴い、防犯カメラの画像が犯行状況や犯人像の確認等、

様々な場面で活用されています。 

 令和５年度岐阜県警察市町村別刑法犯包括罪種別発生状況によりますと、岐南町が

県内で３番目に刑法犯の遭遇率が高いという結果が出ています。 

 現在、岐南町に設置されている防犯カメラは22基です。これは決して多い台数とは

言えませんが、年間３基ペースで設置されているとのことで、今後も危険箇所や必要

箇所に応じて設置基数が増えていくものと考えられます。 

 外出が増える長期休みは、子供だけで遊びに行くときはもちろん、親と一緒に出か

けたときであっても犯罪に遭遇する危険が高まります。仮に人目が多い場所であって

も油断は禁物です。不特定多数の人が出入りできる場所だからこそ、犯罪が起こる、

犯罪に遭遇する危険が高まります。公衆トイレの近くにある公園のベンチなどは、子

供がトイレに入ることを確認できる場所としても挙げられています。保護者にとって

も目が届く場所であると同時に、犯罪者にとっても子供の様子を把握できる危険な場
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所となっています。 

 子供が小学生に上がるまでは、基本的に親と一緒にいることが多いですが、小学生

になると子供だけで遊んだり、塾や習い事に行ったりするなど親の目が届かない時間

が増え、活動範囲が広がっていくことにより、危険も同じように増すことから、保護

者は常に子供が安全に過ごせているか心配しています。そんなときに防犯カメラが設

置してあるというだけでも犯罪抑止になり、保護者や子供たちにとっての安心材料に

なると考えます。子供たちの安全・安心を守るため、ライフステージやライフスタイ

ルに合わせた防犯を考えていただければと思います。 

 以上のことから、３点質問いたします。 

 １つ、防犯カメラの設置に対する町民の意見はどのように取り入れていますか。 

 ２つ、現在、年間３基ペースでの設置をされているとのことですが、設置ペースや

台数を増やすお考えはありますか。 

 ３つ、今後の計画の中に、未設置箇所の通学路や公園、広場、屋外トイレの出入口

付近等に優先的に設置するお考えはありますか。 

 以上です。ご答弁よろしくお願いします。 

○議長（櫻井 明君） 堀塲康伸総務部長。 

○総務部長（堀塲康伸君） 広瀬議員の１項目め、防犯カメラ設置についての１番目か

ら３番目につきましては関連いたしますので、一括でお答えをさせていただきます。 

 防犯カメラ設置事業につきましては、犯罪抑止効果が高いことやボランティアによ

る見守り活動を補完する目的で、令和元年度より実施いたしております。カメラの設

置場所においては、直接町民の皆さんからの意見はお聞きしておりませんが、教育委

員会や警察の意見を聞きながら、犯罪が起こり得る危険箇所を選定し、公園、通学路、

名鉄岐南駅や地下道などに設置をしております。 

 設置数におきましては、令和元年度より毎年３基ずつ町内の犯罪の温床となる危険

箇所に設置し、現在は22基が設置されております。 

 防犯カメラは広域的に設置し、死角をなくすことにより大きな効果を発揮すること

から、今後の設置場所については、議員ご指摘の犯罪が発生しやすい場所などについ

ては、積極的に設置していく必要があると認識しております。今後につきましても、

基本的には毎年３基ずつ逐次設置する方向でありますが、今後の犯罪発生等の状況に

応じて見直しを図ってまいりたいと考えております。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） １番 広瀬恵理子議員。 

○１番（広瀬恵理子君） １番議員 広瀬です。 

 議長のお許しを得ましたので、２点再質問させていただきます。 
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 １点目、設置場所の町民への周知はどのようにしていますか。 

 ２点目、年間３基ペースでの設置が行われていますが、町が目標とする設置基数は

ありますか。以上です。 

○議長（櫻井 明君） 堀塲康伸総務部長。 

○総務部長（堀塲康伸君） 広瀬議員の１項目め、防犯カメラ設置についての再質問に

ついての１番目の、設置場所の町民への周知はどのようにしていますかについてお答

えさせていただきます。 

 町民の皆様に、カメラがどこに設置されているかを周知することで、カメラが設

置されている区域では犯罪などを未然に防ぐ効果が期待できます。一方で、カメラ

が設置されていない区域では、犯罪が発生するリスクが高まるのではないかと不安

を与えてしまいます。また、逆に設置場所を特定しないことで、より広範囲で犯罪

抑止効果が期待できることから、町といたしましては設置場所の周知をしていく考

えはございません。 

 ２番目の目標とする設置基数はありますかにつきましては、犯罪抑止のためには、

地域の防犯活動や見守り活動などの自主防犯活動が重要であり、防犯カメラはあく

までこれらの活動を補完するためのものと考えております。よって、ただ単に数を

増やすだけでなく、効果的な防犯体制を構築することが重要であり、目標とする設

置基数は特にはございません。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） １番 広瀬恵理子議員。 

○１番（広瀬恵理子君） １番議員 広瀬でございます。 

 議長のお許しを得ましたので、２項目めの質問に入らせていただきます。 

 ２つ目、児童虐待相談対応についてです。 

 2023年度、岐阜県内の児童相談所が対応した児童虐待の相談件数は、前年度比

1.5％増しの2,725件で過去最多となりました。 

 児童虐待防止法では、心理的、身体的、性的虐待とネグレクトの４種類を虐待行

為と定めています。虐待と聞くだけで胸が苦しくなりますが、身近なところで起こ

っているのも事実です。専門家の間では、虐待という言葉の代わりにマルトリート

メント、通称マルトリと呼ばれていまして、不適切な養育や関わりという意味を持

つんですけれども、この柔らかい表現を使うことが提案されています。具体的にマ

ルトリとは、どなる、ほかの子と比較する、子供の前での夫婦げんかなどが挙げら

れており、これらの行動は子供のストレスを増し、子供の感情のコントロールが難

しくなり、心や脳に影響を与える可能性があると言われています。 

 岐阜県は今年度、マルトリ予防に取り組んでいく予定です。 
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 子供の頃に受けた虐待が心の傷となり、大人になってからも人間関係を築くこと

が困難であったり、生きづらさなど悪影響が出ることがあると言われています。 

 児童虐待相談件数の増加には次の背景が考えられます。 

 通報意識の向上。学校や医療機関、地域社会での児童虐待に対する意識が高まり、

疑わしいケースがより積極的に通報されるようになった。次に、法制度の強化。児

童虐待防止法などの法改正により、通報義務が強化され、関係機関が迅速に対応す

る体制が整えられた。次に、社会的要因。家庭内のストレスや経済的困難、親の精

神的健康問題などが増加し、これが児童虐待のリスクを高める要因となっています。

最後に、デジタル技術の進展ですね。ＳＮＳやインターネットを通じての虐待の兆

候を早期に発見しやすくなっています。これらの相談経路につきましては、警察が

最も多く899件、次に学校の533件、次いで市町村で485件となっています。 

 今回、児童虐待相談件数が過去最多だったということは憂慮すべき事態ではありま

すが、発見と救済のシステムが増えたことにより、一人でも多くの子供の心や命を救

うことにつながったと捉えることもできます。誰もが自発的に相談するということは

簡単にできる話ではないですが、少しずつでも変わっていくことを願い、４つ質問さ

せていただきます。 

 １つ目、相談件数の増加に対する対応策はどのように行っていますか。 

 ２つ、相談を受けた後の具体的な流れはどのように対応されていますか。 

 ３つ、町民が児童虐待を発見した場合の通報方法について、どのように周知され、

またプライバシー配慮はどのようにされていますか。 

 ４つ、相談を受けやすい環境を構築するために、町独自での取組はありますか。 

 以上です。答弁よろしくお願いします。 

○議長（櫻井 明君） 岩田恵司福祉部長。 

○福祉部長（岩田恵司君） 広瀬議員の２項目め、児童虐待相談対応についての１番目

のご質問、相談件数の増加に対する対応策はどのように行っていますかと、４番目の

ご質問、相談を受けやすい環境構築をするために、町独自での取組はありますかにつ

いては関連していますので、併せてお答えのほういたします。 

 児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数は、毎年過去最多を更新してお

り、子供の命が失われる痛ましい事件が後を絶ちません。それは当町においても例外

ではなく、子育ての大変さを家族や周囲に分かってもらえず、苦しみ、孤立した末に

子供を虐待してしまう親が決して少なくないのが実情でございます。これに対し、国

は児童福祉法の改正を重ね、子育て世帯に対する包括的な支援のために体制強化を行

ってまいりました。 
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 当町では、平成30年４月に子育て世代包括支援センターを設置し、保健師、保育士、

心理士、助産師などの専門職を配置することで、妊娠期から子育て期まで切れ目のな

い支援を提供する体制を整えてまいりました。職種が連携することにより、相談対応

の幅が広がり、多様かつ複雑な相談に対して余裕を持って対応することができるよう

になりました。また、子供に対する必要な支援を行うため、子ども家庭総合支援拠点

としての機能を子育て世代包括支援センターに一体的に整えることにより、虐待リス

クを早期に把握し、関係機関との適切な連携を図りつつ、対応を行うことができてお

ります。 

 議員ご指摘のとおり、児童虐待に対する意識の高まり、法改正に伴う関係機関との

連携強化、児童相談所虐待対応ダイヤル１８９（いちはやく）の認知などにより、虐

待相談対応件数が増加のほうをしております。その背景として幾つかの要因を挙げる

ことができますが、それを単に憂慮すべき事態と捉えるのではなく、困っている子供

や家庭の兆候をいち早く捉え、支援に向けて動くことができるよう対応しているとこ

ろでございます。 

 具体的な取組といたしましては、生後４か月から５か月児を対象とした乳児健康診

査と１歳６か月児健康診査の際、マルトリートメントを予防するための啓発チラシの

ほうの配付がございます。問診票や検診時の様子のほうから、困り感を抱く保護者に

は保健師との面談を通じて聞き取り、相談につなげております。特に、子供のイヤイ

ヤ期の対応に困っている保護者は少なくなく、たたいてしまいそう、どなってしまっ

たなどの訴えに耳を傾け、チラシを読みながら対応を知っていただくためのツールと

して活用のほうをしております。 

 また、相談を受けやすい環境づくりに努めております。センター内に相談の秘密を

守るための相談室や、親子で遊びを通じての交流できる部屋を設けております。待合

室には、子育てに役立つ行政情報や地域の情報を掲示するコーナーを設け、チラシや

パンフレットを自由に手に取っていただくことができます。来庁した子供や保護者に

親しみを感じていただけるよう、壁面には手作りの装飾を施し、立ち寄りやすい雰囲

気づくりを大切にして、相談の受けやすい環境構築のほうを図っております。 

 ２番目のご質問、相談を受けた後の具体的な流れについてどのように対応されてい

ますかについてお答えのほうをいたします。 

 要支援児童等への支援事業におけるこども家庭相談の流れにつきましては、国が定

めるこども家庭センターガイドラインに示されております。 

 こども家庭相談の受付経路は２つに大別されます。１つ目は、気になる子供や気に

なる妊婦、養育者についての相談や通告の受理であり、２つ目はポピュレーションア
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プローチとしての乳幼児健康診査や乳児家庭全戸訪問事業、伴走型相談支援の面談、

保育・学校教育における家庭訪問等での気になる子供や気になる妊婦、養育者への気

づきになります。特に後者は、被害を受けている子供が自ら声を上げにくいという特

性に対し、早期発見、早期対応だけでなく、虐待の発生予防に向けたアプローチとな

り、重要視のほうをされております。 

 相談、通告を受けた後の当町で把握している情報を基に、受理会議のほうを行いま

す。受理会議後、緊急に児童相談所に送致すべくケースは速やかに児童相談所へ送致、

引き続き町での対応を検討すべきケースにつきましては、方針の決定に当たり、必要

な情報を把握するための調査のほうを行います。その後、調査の結果を踏まえたアセ

スメントを基に、必要な対応の判断、支援を行います。 

 最後に、支援を実施した後の子供の日常的な接点を有する保育所、学校等を通じ、

子供と家庭の状況変化を随時把握しながら、定期的に行う要保護児童対策地域協議会

の会議の中でケースの進行管理、終結の適否を判断する対応となっております。 

 ３番目のご質問、町民が児童虐待を発見した場合の通報方法について、どのように

周知され、またプライバシーの配慮はどのようにされていますかについてお答えのほ

うをいたします。 

 児童相談所虐待対応ダイヤル１８９（いちはやく）は、虐待かもと思ったときなど、

すぐに児童相談所に通告、相談ができる全国共通の電話番号となっております。町で

は、毎年11月の児童虐待防止推進月間に合わせ、町広報誌を通じて児童相談所虐待対

応ダイヤルの周知のほうを行っております。また、児童相談所虐待ダイヤル、親子の

ための相談ＬＩＮＥに関するポスター等につきましても、年間を通じて町内の学校や

公共施設に掲示し、通報方法の周知に努めております。 

 当町では、自治会長、民生委員及び主任児童委員などに、地域の活動を通じて子供

や保護者に関わる方に向けて作成をいたしました冊子に、児童虐待への対応のポイン

トと市町村及び警察の相談窓口を掲載し、配付のほうをいたしました。これらの窓口

は匿名で行うことができるだけでなく、連絡をした人やその内容に関する秘密が守ら

れるよう定められており、プライバシーの配慮のほうがなされております。以上でご

ざいます。 

○議長（櫻井 明君） ここで暫時休憩いたします。11時10分から再開いたします。 

 午前１０時５８分 休憩 

 

 午前１１時１０分 再開 

○議長（櫻井 明君） 休憩を終わり、会議を再開いたします。 
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 ７番 松原浩二議員。 

○７番（松原浩二君） ７番議員 松原でございます。 

 議長のお許しを得ましたので、大きく３項目について分割にて質問をさせていただ

きます。 

 まず１項目め、町の住環境についてお尋ねします。 

 ２点ほどあります。 

 まず１点目、居場所づくりのための公園整備の必要性についてお尋ねします。 

 この公園の関係も以前よりも何度か質問等でも触れておりますが、町の人口や形態

など、いろいろな観点からちゃんとした公園が足りないと思われます。 

 公園というものは、それぞれの地域において、赤ちゃんから高齢者まで３世代以上

の町民のサードプレイスにもなる居場所づくりに欠かせないものであると思いますが、

他市町と比較しても数的に少なく感じること、また神社の一角に遊具をつけて公園扱

いにしている。神社は宗教扱いされるものでございますが、そういったのもどうかと

も思います。 

 また、広場においても、トイレ設置など自治会任せのところもあり、本来なら町の

発展に伴い計画的に進めているべきと思われますが、今後においては、人口減少社会

へ移行する予測もあるところですが、町における公園、広場をどのようにしていかれ

るのか、お尋ねします。 

 一例を挙げますが、私の地元でございますが、野中の広場においては、野中だけで

なくほかの地域からも子供たちがたくさんやってきます。小学生ぐらいでドッジボー

ル遊びをしていたところ、おじいさんが自分の小さい孫を連れてみえていて、そのド

ッジボールが幼児の顔をかすめてあわやという、そういったところもあり、そのおじ

いさんが小学生にすごい怒ったらしいですね。 

 また、それほど広くない広場でフェンスの高さもそれほど高くない状況でございま

すので、ボールが、たまにですけど道路に飛び出すことがあり、その道路を通行され

る運転手の方がひやっとされたと、これも複数お聞きしております。 

 今のところ大事に至ってはおりませんが、ボール遊びを禁止にしてほしいという方

もあり、私のほうでも自治会や子ども会、また広場をよく利用される保護者の方々に

聞いたところ、ボール遊びを禁止にしないでほしいという方も多くおり、できれば子

供たちが元気よく遊べるところの確保が以前より望まれていますが、お考えをお尋ね

します。 

 ２点目、散歩中の犬のふんの処理についてお尋ねします。 

 毎日、私も外出時、またうちに戻るとき、当然町内を通っていくんですが、また町
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内に限るものでもございませんが、犬の散歩をされておられる方を多く見かけます。 

 最近よくお聞きしていることが、道路脇や家の敷地内に恐らく犬や猫のものと思わ

れるふんがあることです。先日も町内の方からちょっと連絡いただきまして、割と量

の多いふんが、その方の住宅敷地内にあり困っていることをお聞きしました。そのと

きたまたま犬の散歩で通りかかった方がありまして、その方にお話を聞いたんですが、

その方はきちっと毎回始末をされておられる方です。散歩中に大型犬を連れたある方

が袋など何も持っていなかったのでお尋ねすると、忘れたと言われてそのまま行かれ

たそうです。恐らくその方は後の処理をされておられないと思われます。 

 今や子供の数より多いペットの飼い主は、しっかりと後処理の責任を果たしていた

だきたいと思います。 

 先日も注意立札が折れていたところがありましたので、新しくもらってきて設置し

ましたが、町の対応は、立札を自治会に立てさせる以外はどのようにされているので

しょうか。 

 これらの防止または罰則の条例などあるのか、なければ制定すべきと思われますが、

町の大半が住宅地域であるところから、住みよい環境のためのお考えをお尋ねします。 

 以上、１項目めでございます。 

○議長（櫻井 明君） 井上哲也土木部長。 

○土木部長（井上哲也君） 松原議員の１項目め、町の住環境についての１番目のご質

問、居場所づくりのための公園整備の必要性についてお答えいたします。 

 令和６年第２回議会定例会において、町の未来への方向性についてのご質問をいた

だき、その中で公園の整備についてご答弁させていただいた内容と重複する部分がご

ざいますが、ご了承いただきたいと思います。 

 公園は少子高齢化で子供の公園利用が減少する中、憩いの場やストレスや運動不足

の解消できる場として、子供から高齢者まで幅広い年齢層の居場所づくりにつながり

ますことから、公園の価値が再認識されるようになっております。 

 しかしながら、本町の行政面積が小さいことやそのほとんどが市街化区域であるな

どの理由により、まとまった公園用地を確保し、既存の八剣北公園、蛇池公園、平島

公園のような規模の公園を新たに整備することは非常に難しい状況であります。 

 そのため、補完的な位置づけといたしまして、岐南町運動広場設置要綱に基づき原

則、地元自治会の意向及び管理の下、より身近な住民同士の集いの場、憩いの場とし

て野中運動広場のような運動広場を運用しているのが現状でございます。 

 そういった中、禁止事項を極力少なくした子供の遊び場を提供するプレーパーク、

近隣住民に配慮し、禁止事項を設けた公園も増えております。広場でのボール遊びに
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つきましても、禁止にしてほしいというご意見もあれば、逆に禁止にしないでほしい

というご意見もございます。運動広場設置の趣旨からも、町で一律に禁止するもので

はなく、例えばゴム製やプラスチック製の柔らかいボールを使用してください、硬い

ボールやバット等の使用はできません、ボールが公園の外に出ないよう注意しましょ

う、小さい子供やお年寄りの近くなど、ほかの利用者の近くで遊ぶことをやめましょ

うなど、その広さや立地、利用状況、周辺環境など、おのおのの運動広場の特性を踏

まえ、ほかの利用者に迷惑をかけない、周囲に危険を及ぼす行為を行わないという基

本的な考えの下、地元自治会にて取扱いルールを決めていただくものであると考えて

おります。 

 今後につきましては、冒頭でも申し上げましたとおり、町で新たに公園、広場を整

備することは困難であるため、既存の３つの都市公園について、その時々の住民ニー

ズの把握、適正な維持管理、機能の充実を図るとともに21か所の運動広場について、

地元自治会と連携を図り、引き続き適切な運用に努めてまいりたいと考えておりま

す。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） 安田 悟総合政策部長。 

○総合政策部長（安田 悟君） 松原議員の１項目め、町の住環境についての２番目の

ご質問、散歩中の犬のふんの処理についてお答えいたします。 

 議員ご質問の犬の散歩中に回収袋などを携行しない飼い主に対する対策につきまし

て、本町では、犬のふん害防止看板の設置、防災無線や広報紙、回覧板によるふんの

持ち帰りの啓発、狂犬病集団予防接種会場での飼い主への関連チラシの配付など、ふ

ん害防止の対策に取り組んでいるところでございます。 

 また、通報によりふんを放置する飼い主が特定できる場合は、飼い主に対し個別に

指導を行い、解決に向け取り組んでいるところでございます。 

 本町の運用しております岐南町飼い犬等のふん害の防止に関する要綱では、飼い主

の責務として、飼い犬等のふんの処理をするための用具を携行しなければならない。

また、公共の場所等を汚したときは、適切、適正な処理をしなければならないと定め

ております。 

 議員ご提案の罰則を伴う条例化は、これをさらに強化するための有効な方策の一つ

でございます。 

 しかし、条例化に伴う職員の対応、特に犬のふん害防止パトロールの強化、条例違

反者に対する罰則適用による事務量の増大などの行政コストを考慮いたしましても、

現在のところ、関係条例の積極的な制定の考えはございません。ご理解のほどよろし

くお願いいたします。 
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 今後も現要綱での啓発活動、個別の指導対応となりますが、飼い主のマナー向上の

活動を通じ、よりよい住環境の構築を目指してまいります。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ７番 松原浩二議員。 

○７番（松原浩二君） ご答弁ありがとうございました。 

 続きまして２項目め、高齢化社会に向けて具体的に一つのご提案なんですが、健康

寿命を延ばすためのカラオケ機械の増設をということでお尋ねします。 

 岐南町は、平均年齢が割とほかの市町に比べると若いほうの町ではありますが、例

外なく高齢化社会から超高齢化社会へと移行している状況であり、今回、高校生の医

療費無償化も病気などになった家庭の負担軽減でいいと思いますが、町全体の今後に

ついては、増加する高齢者がなるべく健康でいられるような前向きなお金の使い方が

重要であると思われますが、お考えをお尋ねします。 

 やすらぎ苑やくつろぎ苑など、町内の各施設などで定期的にサロン活動などをされ

ておられるところも多くあり、設置されているカラオケの機械は、カラオケのみでは

なく健康体操や脳トレなどのメニューも多くあり、認知症対応やフレイル予防に最適

と思います。 

 機械は、当初は貸出ししていましたが、故障の原因となることを避け、持ち出しが

現在はできなくなっておりますので、各地域でそのような活動をする施設に１台ずつ

あることが望ましいと思いますが、お考えをお尋ねします。 

 以上、２項目めでございます。 

○議長（櫻井 明君） 岩田恵司福祉部長。 

○福祉部長（岩田恵司君） 松原議員の２項目め、高齢化社会に向けてのご質問、健康

寿命を延ばすためのカラオケ機器の増設をについてお答えのほうをいたします。 

 現在、介護予防に資する社会参加の場、集いの場としまして、町民主体の地域サロ

ンは町内に35か所ございます。各サロンでは、茶話会、体操、脳トレ、カラオケ、趣

味活動と町民の皆様が自主的に工夫を凝らしてサロン活動のほうを行っております。 

 町といたしましても、保健師、管理栄養士、歯科衛生士等の専門職の講師派遣、運

営費の助成、活動場所の提供等の支援のほうを行っております。 

 町が維持管理を行うカラオケ機器につきましては、現在、やすらぎ苑、くつろぎ

苑、老人福祉センターの３か所に設置されており、各小学校区に１台の割合で設置が

され、地域サロンやカラオケ教室等の趣味、文化活動等において活用されていると認

識のほうをしております。 

 このような活動をする施設に１台ずつあることが望ましいとは思われますが、同様

のカラオケ機器を追加導入した場合、１台追加するごとに維持費、レンタル料のほう
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ですが、月３万3,000円必要で年間では39万6,000円の予算が必要となってまいりま

す。 

 各サロン等の活動施設ごとに機器を導入いたしましても、各サロンで活動内容が異

なるため、利用頻度がどの程度になるか見込めないことや、機器導入による費用対効

果の検証ができておりませんので、現時点での機器の追加導入することは難しく、考

えておりません。 

 なお、身体的フレイル、精神・心理的フレイル、社会的フレイルの３つのフレイル

が連鎖することで、老化、自立度の低下が進むとされており、このフレイルを予防す

るためにバランスのよい食事などの栄養、ウオーキングや筋トレなどの運動、余暇活

動やボランティアなどの社会参加の３つの柱が有効であると言われております。 

 カラオケだけでなくフレイル予防に効果的な活動は、レクリエーション活動や健康

マージャン、編み物等の趣味活動など、ほかにも幾つかございます。 

 地域サロンを継続的に運営していただく上で、負担にならない活動をサロン参加者

の皆様のご意見をお聞きしながら一緒に協議し、その活動に必要な備品等がありまし

たら改めて検討のほうをしてまいりたいと思っております。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ７番 松原浩二議員。 

○７番（松原浩二君） ご答弁ありがとうございました。 

 最後３項目め、町への寄附についてお尋ねします。 

 町に対してはいろいろな寄附をいただいております。厳しい財政状況において寄附

をいただけることは、善意の気持ちも含めて非常にありがたいことと思います。マイ

タウンにも多く掲載され、また公にされないものもあるかと思います。 

 そこで、以下３点について今の町の状況をお尋ねします。 

 １つ目、寄附金についてお尋ねします。近年の町への寄附金の推移をお尋ねしま

す。 

 ２つ目、ふるさと納税の傾向について、以前にも少しお尋ねしましたが、総務省の

方針により厳しくなった町の対応の今の状況をお尋ねします。 

 ３つ目、寄附されるものの基準と以降の扱いについて、寄附されたものの後です

ね。お金ではなく物が寄附されたときの対応についてお尋ねをします。 

 寄附すると言われれば、何の条件もなく何でももらうのか、もらう基準というもの

があるのかどうか。それと、もらった後は、物によって違うんですが、その扱いにつ

いてどのように扱うのか。それともらった以上は町のものなので、もし価値があるも

ので、売れるものがあれば売却して、町の財政について役立てることができるのか、

以上お尋ねします。 
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○議長（櫻井 明君） 堀塲康伸総務部長。 

○総務部長（堀塲康伸君） 松原議員の３項目め、１番目のご質問、寄附金についてお

答えいたします。 

 町では、法人、個人からの申出による寄附金の受入れを行っております。 

 直近３年間の実績を申し上げますと、令和３年度が７件、214万9,250円、令和４年

度が５件、112万3,631円、令和５年度が３件、78万6,303円でございました。 

 いただいた寄附金の活用方法につきましては、寄附者の意向によるものでございま

すが、令和３年度から令和５年度の３年間における主な受入先といたしましては、保

健事業費232万6,500円、児童福祉事業費57万2,803円、保健衛生総務費30万円でござ

います。 

 続いて、２番目のご質問、ふるさと納税の傾向についてお答えいたします。 

 ふるさと岐南応援寄附金、いわゆるふるさと納税につきましては、当町の寄附受入

額を申し上げますと、令和２年度が１億2,875万円、令和３年度が１億6,618万3,000

円、令和４年度が２億1,012万3,000円とここ数年は増加傾向にありましたが、令和５

年の地場産品基準厳格化による当町返礼品の登録取消しが大きく影響し、令和５年度

は１億690万2,000円と大幅に減少しております。他市町村への寄附による控除額を踏

まえると3,388万9,000円の減収となり、今年度につきましても、寄附受入額の減少は

続く見込みでございます。 

 議員ご承知のとおり、近年、ふるさと納税は返礼品競争が過熱しており、総務省が

ふるさと納税制度の本来の趣旨を鑑みて、適正な運用がなされることを目的とした制

度の見直しを今年６月に発表いたしました。 

 見直しの内容の一つに、地場産品基準の厳格化がございます。詳細といたしまして

は、地域内の事業者が企画立案し、製造等をほかの地域において行っている製品の場

合には、商品価値の５割以上が地域内において生じていることの証明が必要になると

いうものでございます。 

 当町の返礼品を調査しましたところ、当該基準により登録した返礼品はございませ

んでしたので特に影響はございませんが、今後、当該基準による返礼品登録申請があ

った際は適切な審査をしてまいります。 

 また、今年10月から適用される返礼品を強調した宣伝広告の禁止も既に発表されて

おりますが、当町においては、これまで該当する広告宣伝を実施していないため、こ

ちらも影響はございません。 

 そのほか、2025年10月から、寄附者にポイント付与などを行うポータルサイトを通

じた寄附を禁止する方針も発表されておりますが、現在、当町では４つのふるさと納
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税ポータルサイトを運用しており、各社の動向を注視しているところでございます。 

 ふるさと納税につきましては、令和４年度のピーク時と比較して減少傾向にござい

ます。改善するために改めて魅力ある返礼品の拡充をする必要があり、基準を満たす

地場産品の調査を進めているところでございますが、生まれ育ったふるさとに貢献で

きる制度、自分の意思で応援したい自治体を選ぶことができる制度といった本来の制

度趣旨に沿った寄附の募集、町の魅力発信を行ってまいります。 

 また、個人向けのふるさと納税のほか、企業版ふるさと納税の募集を令和２年度よ

り実施しております。 

 議員ご承知のとおり、企業版ふるさと納税とは、地域創生応援税制として国が認定

した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附した場合に、返礼品な

どはございませんが、法人関係税から税額控除する制度でございます。自治体が地方

創生を狙いとした事業を実施する際に、事業の趣旨に賛同していただける企業を募集

し、官民協力による効果的な事業推進を目的としております。 

 現時点では、企業による寄附の実績はございませんが、先進市町の事例を参考に民

間企業の協力も得ながら、今年度、出産・育児支援の充実、学校教育・社会教育の充

実、防災・防犯その他安全対策の推進、環境保全対策の推進、この４つを主な対象事

業とし、寄附の募集をしております。寄附企業との新たな関係性の構築、地域課題解

決の推進のきっかけとなるよう募集に取り組んでまいります。 

 続いて３番目のご質問、寄附されるものの基準と以降の取扱いについてお答えいた

します。 

 寄附採納に当たっては、寄附申出があった際に寄附内容や寄附者の意向を伺った上

で、町としてその必要性や妥当性を総合的に判断いたします。公序良俗に反する場合

をはじめ、行政の中立性・公平性が確保できないとき、政治的・宗教的な意図がある

場合には寄附採納をしないこともございます。 

 受領した物品等の取扱いといたしましては、可能な限り寄附者の意向に沿った使用

を心がけ、町の財産として活用させていただいております。また、経年劣化などによ

り使用に耐え得る状態でなくなった際には、寄附者に連絡を取り、承諾を得た上で、

町において撤去、廃棄をさせていただいているところでございます。以上でございま

す。 

○議長（櫻井 明君） ここで昼食のため、暫時休憩いたします。午後１時から再開い

たします。 

 午前１１時３７分 休憩 
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 午後 ０時５９分 再開 

○議長（櫻井 明君） 休憩を終わり、会議を再開いたします。 

 ４番 村山博司議員。 

○４番（村山博司君） ４番議員 村山です。 

 議長のお許しをいただきましたので、大きく３項目について分割方式で質問させて

いただきます。 

 では最初に１つ目、まず第三者調査委員会の調査報告に基づいてご質問させていた

だきます。 

 先般、私が６月の定例会の一般質問に対して、前段の部分で誤った解釈があるので

訂正させてほしいと町長は答弁されました。その際、私は労働基準法を紹介しただけ

で解釈について議論したわけではありませんので、誤解のないように申し上げたいと

思います。 

 さて、第三者調査委員会の調査報告書の終わりには、町民の代表者が種々の政策を

形成、実現し、町民の福祉の増進を図らなければならない、ハラスメント防止に関す

る深い理解とともに、雇用管理上の措置を負うべきことを自覚するトップを町政に置

き、職員の人権・人格を尊重し、安心して働くことのできる職場を整備し、ハラスメ

ント防止に向けての施策を講じるよう、町民から信頼される岐南町となるよう望むと

締めくくってあります。 

 また、町は、第三者調査委員会に調査を依頼した以上、報告書の内容をより精査

し、再発防止のために具体的な取組を講じることが急務であります。 

 以上８項目、これから随時質問します。 

 １つ目、町長の考えるリーダー論についてお伺いいたします。 

 さきの定例会で、私は町長が考えるべき組織論についてお伺いしました。町は住民

に最も身近な自治体として、社会情勢に的確な対応をし、町民目線に立った機能的な

行政組織を確立しなければなりません。その組織の運営は、限られた職員により最少

の経費で最大のサービスを提供することが重要であり、時代の変化に合わせた住民ニ

ーズを的確に把握し、多様化する行政課題に敏速な対応する必要があると答弁されま

した。 

 リーダーの役割は、目標を設定し、計画を立てる。職員の模範になり、日常業務を

管理する。職員を育成し、働きやすい環境をつくる。問題点や職員の不満を放置せず

適切に解決することです。 

 リーダーは、一般企業であろうと自治体であろうと、全責任を背負って、部下が安

心して仕事ができるようにするのがリーダーの務めだと思います。 
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 町長、あなたは全責任を背負って町政を取り組む覚悟があるかどうかをお伺いした

いと思います。 

 ２つ目は、雇用管理上講ずべき措置の履行についてご質問します。 

 第三者委員会の報告書によりますと、町長はハラスメント防止のための雇用管理上

必要な措置を講じる義務があると示されております。町長の考え方、取組についてお

伺いいたします。 

 さて、６月に町長選挙が行われた池田町では、第三者調査委員会の弁護士による池

田町ハラスメント防止研修が、議員、職員、町民を対象に既に２回行われておりま

す。今後も数回開催される予定だと伺っております。 

 また、今朝の新聞報道によりますと、池田町はハラスメントの根絶と再発防止を目

的に町ハラスメントの防止等に関する条例、これは仮称でありますが、骨子案をまと

めたと、そんな新聞報道がありました。 

 また、飛騨市議会９月定例会では、議員とハラスメント防止について定める市議会

ハラスメント防止条例案が発議され、可決されれば県内では本巣市議会に次いで２例

目になるそうです。 

 町長就任後５か月が過ぎましたが、公約及び所信表明で訴えてみえたハラスメント

防止条例は、来年３月を目指すということでありますが、もっと早く制定する必要が

あると思いませんか。町長は町外から立候補したならいざ知らず、自身も議員として

内情をよく知っておられるはずだと思います。なおさら３月は遅過ぎるということは

ありませんか、お伺いしたいと思います。 

 ３つ目、相談の体制整備について。 

 ハラスメント防止のための体制整備が岐南町において喫緊の課題である。これも第

三者調査委員会の報告書で示されております。 

 職員が相談しやすい仕組みづくりについて、どのように体制整備を進めていかれる

のか、お伺いしたいと思います。 

 さて、兵庫県知事の職員に対するパワハラ問題や企業からの物品の受け取りが連日

マスコミにより報道されておりますが、県は告発者を特定した上で懲戒処分にしまし

た。 

 専門家から、公益通報者保護法違反だとの指摘が相次いでおり、2022年施行の改正

公益通報者保護法では、告発者探しが禁じられ、自治体などには告発者探しを防ぐた

めの措置を講じることを義務づけられております。 

 正当な告発者に対し異動や解雇などの不当な取扱いをすることは、保護法が禁じて

いるのは言うまでもありません。保護法が定める体制整備は義務であります。職員に
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対する説明責任として明確な説明をお願いいたします。 

 ４つ目、相談窓口としての公平委員会についてご質問します。 

 羽島郡広域連合に公平委員会が設置されております。しかし、第三者調査委員会の

見解は、相談窓口を含め相談後の対応が整備されておらず、ハラスメントに関しても

適正かつ有効な対処を期待することが困難な状況であったと示されております。 

 公平委員会の役割はますます重要になると思います。前福祉部長が公平委員会に自

身の処遇改善を訴えたことは、一石を投じたと私は思います。町としてのご所見をお

伺いいたします。 

 ５つ目、外部機関への委託について。 

 岐南町と池田町はハラスメント防止に関する取組が比較されやすいのは致し方ない

事実だと思います。 

 役場内での相談窓口は必要不可欠です。やはり外部への相談窓口のほうが職員も利

用しやすいのかなと私は思います。前回、職員団体の結成について、町として積極的

に協力すると答弁をいただきました。職員団体の設置については、３つの専門部会同

様、勤務時間内に勉強会などが開催できることが可能かどうか、そういったことも併

せてお伺いしたいと思います。進捗状況をお伺いいたします。 

 ６つ目、人事制度、就業環境の改善についてお伺いいたします。 

 報告書によりますと、人事権が町長に集中していた実態を改め、人事権が適切に行

使されるように、公正な人事行政の運用を確保することを目的として、人事制度の改

善を図ることが求められると述べられております。 

 町政運営方針としては、まず役場の環境を通常に戻すと、町長、あなたは抱負を語

っておりますが、職場環境改善は急務だと思います。 

 また、新聞のインタビューでお答えになってみえますが、職員とのコミュニケーシ

ョンは勤務時間中にと心がけてみえるようですが、今までの実績で成果はどうであっ

たか、あるいはまた町長自ら何か改善されたことがあるのか、お伺いしたいと思いま

す。 

 ７つ目、３つの専門部会についてご質問いたします。 

 町危機管理対策本部は、今年３月、相談体制構築部会、就業環境改善部会、ハラス

メント条例制定部会のチームを立ち上げました。 

 この部会が立ち上げた経緯は、発案者は誰か等を踏まえて、進捗状況をお伺いした

いと思います。 

 ８つ目、新聞記事についてお伺いいたします。 

 いろいろ新聞等で報道がされております。もし新聞記事の内容について誤りがあっ
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た場合、町としてはどのように対応すべきか、どう考えてみえるのか、お伺いしたい

と思います。以上です。 

○議長（櫻井 明君） 後藤友紀町長。 

○町長（後藤友紀君） 村山議員のご質問の１番目、町長の考えるリーダー論について

でありますが、まず町長は町政の全責任を負って住民のために働くものです。そうし

た覚悟を持って私は日々仕事をしております。 

 では、私の考えるリーダーについて申し上げます。 

 リーダーという言葉には、私が言うまでもなく、指導者や先導者、統率者などの意

味があります。そして、リーダーシップはリーダーの能力、力量、統率力のことを指

し、言い換えれば、未来のビジョンを示し、人々をまとめ、目標の達成へ導く力のこ

とです。 

 しかし、社会は驚くべきスピードで目まぐるしく変化をしています。 

 力を誇示する個人が導き、その強い権限により支配する、そのようなリーダーのス

タイルは、もはや時代に合ったものではない。世界におけるシフトの潮目を読み取

り、その実践者でありたいと思っております。 

 住民は何を感じ、何を求めているのか、それを感じ取る能力、つまり共感する力を

失うことなく、様々な立場の様々な人々の気持ちに寄り添い、住民によるまちづくり

が主体的に行われていくよう全力でバックアップするのが私の考えるリーダーとして

の在り方です。 

 住民から信頼される町長、信頼され頼られる職員であることが、町の課題を遅れる

ことなく把握する上で最も大切なことであると考えます。 

 いつの時代もリーダーの発言は大きな影響力を持ちます。しかし、リーダーに聞く

力がなければ、それは独りよがりのむなしいものになってしまい、そんなリーダーに

は誰もついていかないのではないでしょうか。 

 私といたしましては、今後も岐南町の皆様からリーダーとしての信託を受けた者と

して、謙虚に常に学ぶ姿勢を忘れず、人間として成長し、高い倫理観を持ち、住民に

支えられている信念の下、行動してまいる所存です。 

 続きまして、２番目のご質問、雇用管理上講ずべき措置の履行についてお答えをい

たします。 

 厚生労働省指針では、ハラスメント防止を目的に事業主が行うことを義務とする雇

用管理上講ずべき措置が定められております。 

 ハラスメント防止措置として、１．方針の明確化と周知啓発、２．相談体制の整

備、３．ハラスメントが発生した場合の迅速かつ適切な対応、４．併せて講ずべき措
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置が具体的な例とともに示されております。 

 私は、職場におけるハラスメントの防止は、町がしっかりと対策を行い、ハラスメ

ントを予防し、また発生したハラスメントの問題を解決できれば、職員を守ると同時

に職場環境はよりよいものになると考えています。また、職場環境にあっては、職員

同士がお互いを認め、人として尊重し合うという職場の風土が大事でありますので、

日々の積み重ねが風土を変えると信じています。 

 よって、厚生労働省の指針については、当然町が取り組むべきことであり、現在、

これらを網羅したハラスメント防止条例の制定に向けて進んでおりますが、町として

のルール、仕組みづくりのみで終わることのないよう、職員の意識、認識についても

定期的に実態を把握し、ハラスメントの防止及び排除に取り組んでまいります。 

 続きまして、６番目のご質問、人事制度、就業環境の改善についてお答えいたしま

す。 

 今回の前町長によるハラスメント事案において問題となった人事権の集中は、前町

長の個性のみに要因を位置づけることは適当ではなく、人事制度面からガバナンス体

制の構築が求められると第三者調査委員会からご指摘がございました。 

 この問題への対応策として考えられることは、権限を分散するために複数の幹部職

員で意見を出し合い決定する仕組みを導入することや、人事評価基準を明確にし、職

員に周知することで透明性・公平性を担保することなどが考えられます。 

 実際に、本年５月１日付の人事異動で私が行ったことは、各職員の職務内容や能力

を把握するため、ふだんから職員と接している副町長や各部長からの考えや思いを聞

き、職員配置の参考といたしました。また、主幹級、課長補佐級、係長級の職員から

も意見や思いを聞く機会を設け、その上で副町長と協議を重ね、配置を決定すること

で人事権の集中を回避し、適材適所の人事異動を行いました。 

 人事評価につきましては、公正な人事行政の運用確保のための方策として、既存の

人事評価制度を見直し、能力や実績に基づいた評価制度の導入による客観的な評価の

実施、加えて年齢層や役職、受け持つ業務の難易度など、それぞれの職員の属性や役

割に応じて公正な評価に反映し得る制度設計を行い、実施することが公平性、透明性

の高い人事評価であると考えています。 

 しかしながら、既存の人事評価を見直し、新たな評価制度の設計には時間を要する

ところもございますので、他市町村の先進的な人事評価制度の事例を参考に研究を進

め、適正な人事配置、人事評価制度を再構築したいと考えております。 

 ほかのご質問につきましては、担当部長よりお答えいたしますので、よろしくお願

いいたします。以上でございます。 
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○議長（櫻井 明君） 堀塲康伸総務部長。 

○総務部長（堀塲康伸君） 村山議員の１項目め、第三者調査委員会の調査報告書に基

づいた取組についての３番目のご質問、相談の体制整備についてお答えいたします。 

 現在、町のハラスメントに関する相談体制といたしましては、岐南町ハラスメント

防止等に関する規定に基づく相談員を総務課から男女２名ずつ、計４名を指名し、対

応をしております。 

 また、外部の相談窓口として、産業医、町顧問弁護士を庁内掲示板にて職員に周知

し、対応しております。 

 続きまして、４番目のご質問、相談窓口としての公平委員会についてお答えいたし

ます。 

 公平委員会は、地方公務員法第７条の規定により、職員の利益の保護と公正な人事

権の行使を保障するために設置される公正、中立な第三者機関であります。 

 具体的には、給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する事項や不当な処分を受け

た場合、またご質問にもございますハラスメントに関しても対応します。 

 前町長によるハラスメント事案については、町の規定による相談体制が機能せず被

害の拡大を生んだ要因であることからも、役場以外の第三者による相談窓口は非常に

有効であると考えておりますし、公平委員会はまさにその第三者による機関でござい

ます。 

 令和５年12月22日発出、総務省自治行政局公務員部公務員課長通知の令和４年度措

置要求及び審査請求の状況等に関する調査における結果の概要によると、令和４年度

の公平委員会における新規の相談内容で最も多かったのがパワーハラスメントである

との結果でございました。 

 しかしながら、公平委員会がパワーハラスメントをはじめとする各種のハラスメン

トの相談が可能であることは、まだまだ職員の中で認識されていないのが現状でござ

います。そのため、本庁としても、公平委員会が中立的かつ専門的な人事機関として

措置要求や審査請求及び相談窓口を利用いただき、職員の様々な苦情を早期に把握

し、事態の深刻化を防ぐことができるよう、さらなる周知をしてまいりたいと考えて

おります。 

 続きまして、５番目のご質問、外部機関への委託についてお答えいたします。 

 職員団体の結成につきましては、本年６月議会の一般質問の中でも町長より答弁を

させていただきましたので、繰り返しにはなりますが、職員団体は、個人では届きに

くい勤務条件や職場環境の改善などの職員の声が反映されることが期待できる団体で

ございます。 
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 また、若手職員で構成された職場改善ワーキングチームの相談体制部会からも、ハ

ラスメント相談における職員団体の有用性についても提言がされております。現段階

で職員団体の結成の具体的な動きや相談は聞き及んでおりませんが、そうした動きが

あれば、町としてできる協力はしてまいりたいと考えております。 

 続きまして、７番目のご質問、３つの専門部会についてお答えいたします。 

 部会の役割につきましては、令和６年６月議会の一般質問でもお答えしております

ので、重複する部分があるかと思いますが、３つの部会は、前町長によるハラスメン

ト事案を受け、令和６年３月13日付で危機管理対策本部が第三者調査委員会の調査報

告書で提言された再発防止策を具現化するために設置したものでございます。 

 ハラスメントの早期発見、事態の深刻化を防ぐための相談体制を整備するための相

談体制構築部、会職員が働きやすく風通しのよい職場への環境整備を実現するための

就業環境改善部会、特別職、一般職問わず全ての職員に対応できる条例の制定に向け

たハラスメント条例制定部会、これらの３つの部会は合計17名で、メンバーにつきま

しては若手職員を中心に構成しており、役職は主事級職員から課長補佐級職員で、年

代は20代から40代で、20代が最も多く、リーダーは課長補佐級職員、係長級職員が務

めております。また、各部会には部長級職員がオブザーバーとして参加しておりま

す。 

 各部会の進捗状況につきましては、令和６年７月26日、８月29日に３部会の合同部

会を開催し、相談体制構築部会が提案する職員が相談しやすい窓口についての協議を

行いました。 

 就業環境改善部会につきましては、全職員を対象に役場の就業環境に関する意見募

集を行い、提案された意見105件を共有し、今後の対応について協議を行いました。 

 ハラスメント条例部会につきましては、全ての職員に対応できる条例となるように

素案を提示し、協議を行っております。 

 こうした職員間の対話を繰り返すプロセスを大切にし、来年３月に条例案を議会に

提出させていただきたいと考えております。 

 最後に、８番目のご質問、新聞記事についてお答えいたします。 

 どの新聞記事についてのご質問かは分かりかねますが、抗議、訂正を求めるような

記事はないものと考えております。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ４番 村山博司議員。 

○４番（村山博司君） 議長のお許しいただきましたので、６点ほど再質問をさせてい

ただきます。 

 実は町長の考えるリーダー像についても再質問しようと思いましたが、最初にいた
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だいたすり合わせと違う答弁で、私の再質問の答弁のような気がして、これはちょっ

と省かせていただきます。 

 では、再質問します。 

 雇用管理上講ずべき措置の履行について町長にお伺いいたします。 

 一般質問の発言通告以降、この間も９月６日に東濃の白川町が県内で初めて特別職

や議員を含めたハラスメント条例を可決しました。 

 先ほど町長は、そのプロセスを大事にすると答弁されました。それはそれで私も大

事なことであるとは思います。しかしながら、町民生活に直接利害関係を及ぼさない

内部統制条例であること、１年も前に起きたハラスメント事案で課題は洗い流されて

いること、そして約1,150万円も投じた第三者調査委員会の報告書で対策が網羅され

ていること、全国に悪評が定着してしまった岐南町に対する関心度の高さなど、せめ

て県内で率先して速やかに制定するべきものと町民の多くが認識していたはずであり

ます。 

 岐南町のこの事案を受けてかどうかは分かりませんが、他の自治体で続々と条例が

可決していく姿が町長の目にはどう映っているのか、お伺いしたいと思います。 

 ２つ目、相談窓口としての公平委員会について町長にお伺いいたします。 

 公平委員会は独立した機関ですので、議会で取り上げられることはあまりなかった

と承知をしております。これは税金で運営されているという観点から、あえて踏み込

んでお尋ねいたします。 

 幾ら公平委員会が役場職員に十分周知されていなかったとしても、大きな問題は解

決されておりません。 

 現実を申し上げます。新聞報道によりますと、前福祉部長が公平委員会に対し任意

退職処分の取消しなどを求める審査請求書を提出したことが、７月25日明らかになっ

たと報じられております。 

 審査請求をしたにもかかわらず、審査請求書が１か月以上も放置され、２か月近く

経過し、委員会が開催されたのか、あるいはされていないのか。私は９月12日、議会

答弁のすり合わせのときに総務部長にご確認したところ、いまだ公平委員会から何の

連絡や報告もないといった、おおよそ行政機関としてあるまじき対応であったように

思います。 

 先ほど公平委員会に期待する役割として、職員の苦情の早期把握、事態の深刻化の

防止とのご答弁がありましたが、岐南町、笠松、両町で構成された広域連合体の運営

責務を負う岐南町の立場から、職員が信頼し得るハラスメント相談窓口として機能す

ると認識しておられるかどうか、お伺いしたいと思います。 
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 ４つ目、先ほどの人事制度、就業環境の改善について町長にお伺いいたします。 

 ６月の定例会の私の答弁で、５月１日付の人事異動については、私が町長に就任し

て２週間足らずで実施いたしました。職員の職務内容や能力については、ふだんから

職員と接している副町長や各部長からの考えや思いを聞くことや、主幹級、課長補佐

級、係長級の職員からも意見や思いを聞く機会を設けましたとのご答弁でしたが、全

ての部長にお聞きになったんでしょうか。もし聞いたんなら、またそれはいつお聞き

になったんですが、私の聞き及ぶ限りでは、各部長へのヒアリングがあったという証

言はありません。真実をお答えください。 

 ５つ目、３つの専門部会について町長にお伺いいたします。 

 先ほどの３つの専門部会は、前福祉部長が部長会議で部会を発案したと幹部職員か

ら伺っております。３月中旬頃、職員募集に関する案内メールを全職員に流したとも

伺っております。 

 役場職員は皆さん知っているはずでありますが、なぜ４月15日の町長就任以降に、

さも自分の発案のようにマスコミの取材に応じたんですか。８月17日の新聞報道によ

りますと、読み上げます。４月に就任した後藤町長が、幹部職員以外にも考えてもら

おうと役場全体にメンバーを募ったところ、20代、30代を中心に17人が手を挙げた。

町長、あなたがメンバーを募ったのでしょうか、お伺いしたいと思います。 

 ８つ目、先ほどの新聞記事について町長にお伺いいたします。 

 私は前回６月13日に一般質問をし、その明くる日、６月14日に毎日新聞に記事が出

て、７月25日にも出ました。そういったことを踏まえてご質問したいと思います。 

 ６月14日の毎日新聞の記事によると、町幹部を通じて同月22日、これは４月22日の

ことだと思うんですが、「（町長の）５月以降の人事構想に（君の）名前がない。任

意継続は無理」などと告げられ、退職届の提出を求められたという前福祉部長の記事

が出ておりました。そして、前福祉部長が翌23日に退職届を提出し、30日付で退職さ

れました。 

 ６月定例会での町長答弁では、本人の意思を尊重し退職願を受理したとのことでし

た。 

 本人の意思は、岐南町で働きたい、岐南町の町民のために頑張っていきたいという

のが本人の意思ではありませんか。本人の意思は町長は尊重していないんじゃないで

すか。 

 また、ご答弁では、高度の専門的知識、経験を有する者として、４月に再度契約の

更新をしたのであれば慰留するのは当然じゃないですか。なぜしなかったんですか。

一身上の都合と書かせただけじゃないんですか。 
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 また、幹部職員、職員等からの前福祉部長の退職の経緯についての意見をご紹介し

たいと思います。 

 これはまさしく解雇です。退職届を無理やり書かされたのでしょう。ハラスメント

です。人事において必要な部署に必要な人材を適切に配置したとは考えにくい。 

 さらに、町民からは新聞記事の、私は退職届を受け取っただけ。町幹部と前部長と

のやり取りは知らない、この発言にそんなことは絶対あり得ないと憤慨してみえま

す。 

 さらに、７月25日の新聞記事には、町長は４月22日、副町長を通じて前福祉部長に

対して退職届の提出を求めるよう指示し、前福祉部長は翌23日に退職届を提出し、同

月30日付で退職したと報じられています。 

 私はこれを６月の議会でも質問しましたが、本人の意思による退職ではないのは明

白、法令遵守を無視した不当解雇ですと質問したわけですが、前福祉部長は、７月25

日の新聞記事の内容によりますと、審査請求書を公平委員会に提出した模様です。新

聞記事等の話の中では、外観上は任意退職の形式だが、実質的には人事権を持つ町長

の指示に基づく懲戒免職だと主張されておりますと、これは新聞報道で報道されてお

ります。 

 一体何が真実なのか、町民への説明責任として真実をお答えください。よろしくお

願いいたします。 

○議長（櫻井 明君） 後藤友紀町長。 

○町長（後藤友紀君） 村山議員の再質問についてお答えをいたします。 

 まずは、雇用管理上講ずべき措置の履行についてお答えをいたします。 

 本町のハラスメント条例制定で重要なことは、今回のハラスメント事案で何が欠け

ていたのか、何が必要であるのか、私と職員、また職員間で対話を繰り返すことが必

要であると考えておりますので、県内に率先して早期に制定するなどという考えは全

く考えておりません。 

 続きまして、人事制度、就業環境の改善についてお答えをいたします。 

 副町長や各部長とはふだんからの会話、また会議の中で考えや思いを聞いておりま

す。また、主幹以下についてはなかなかふだん会話をする機会がありませんでしたの

で、役職別のヒアリングを実施いたしました。 

 ほかについては担当部長よりお答えいたしますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井 明君） 堀塲康伸総務部長。 

○総務部長（堀塲康伸君） 村山議員の１項目め、第三者調査委員会の報告書に基づい

た取組についての３番目の再質問、相談窓口としての公平委員会についてお答えいた
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します。 

 公平委員会の審査請求につきましては、令和６年７月25日に審査請求書が提出され

ましたが、町としては、中立・公平な機関である公平委員会の事務手続に対して指導

する立場にないと考えております。 

 続きまして、７番目の再質問、３つの専門部会についてお答えいたします。 

 ３つの専門部会は、令和６年３月13日の岐南町危機管理対策本部会議で設置を決定

し、町内掲示板においてメンバーを募りました。 

 続きまして、８番目の再質問、新聞記事についてお答えいたします。 

 本件につきましては、新聞記事の一方的な内容であり、また審査請求書が既に公平

委員会に提出され受理されておりますので、その手続の中で説明すべき内容であり、

この議場でお答えするものではないと考えております。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ４番 村山博司議員。 

○４番（村山博司君） それでは、２点ほど再々質問させていただきます。 

 それでは、例えば公平委員会が受理したとして、結果が出た場合、行政としてその

結論を真摯に受け止めて従うかどうかをお伺いしたいと思います。 

 ２つ目、先ほど組織運営の話になりますが、組織運営の基幹管理職であり、一般職

員の人事評価をつかさどる課長にも当然聞いているはずだと思います。先ほど課長と

いうのはちょっと抜けてましたね、ちょっとお聞きしたいと思います。課長には、い

つどのような方法で聞いてみえるんでしょうか。 

 町長はかねがね物事を決めるには、プロセスが重要とおっしゃっておられますが、

組織の要である部長、課長には特に丁寧に聞き取りされたかと思いますが、果たして

どうなのかを踏まえてお伺いします。 

 役場職員全体が公平に理解し、次期人事異動に向けて、職員が不安や疑念のないこ

とを私は望みます。 

 それぞれ具体的に聞き取った時期や方法をお伺いしたいと思います。以上です。 

○議長（櫻井 明君） 後藤友紀町長。 

○町長（後藤友紀君） まず課長との話はどうなっているのかというような再々質問だ

ったかと思いますけれども、先ほど申し上げませんでしたけれども、課長とはふだん

の仕事の間で一番よく会話をしているのかなというふうに思っております。 

 階級別に関わらず話せるときはしっかりとその職員の思いや考え方を聞くことに努

めておるところでございます。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） 堀塲康伸総務部長。 

○総務部長（堀塲康伸君） 村山議員の再々質問にお答えいたします。 
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 公平委員会の決定につきましては、法的な拘束力がございます。以上でございま

す。 

○議長（櫻井 明君） ４番 村山博司議員。 

○４番（村山博司君） それでは、２項目めに入ります。 

 ２つ目は、岐南町中小企業・小規模企業振興基本条例についてお伺いします。 

 中小企業振興基本条例は、中小企業憲章の自治体版で、地方自治体が地域の中小企

業の役割を重視し、中小企業の振興を行政の柱としていくことを明確にするために策

定された条例であります。従来の個別の助成措置を定める条例とは異なり、基本的な

考えを示す、これは理念条例になっております。 

 2018年、岐南町中小企業・小規模企業振興基本条例が制定されております。町が中

小企業振興施策の計画的な実施・施策の基本方針を明確にし、町民、教育機関、労働

団体、中小企業事業者、金融機関等、協力することにより、町の財産、未来づくりに

つながります。 

 ３つの項目についてご質問いたします。 

 １つ目、地域が一体となった中小企業支援について、これまでの取組と効果につい

てお伺いいたします。 

 町の役割は、基本理念に基づき中小企業等の振興に関する施策を策定し、これを実

施しなければなりません。中小企業の役割の理解、事業活動への支援、円滑な資金供

給、経営組織等、冒頭に述べた支援団体と協力しなければなりません。 

 これまでの取組と効果についてお伺いいたします。 

 ２つ目、条例制定の効果により実現した具体的な施策をお伺いいたします。 

 例えば中小企業振興に対し、町によって予算化されます。振興会議が設置され、中

小企業事業者の声を聞き、振興の施策に生かせます。町が中心となり、地元中小企業

の製品を優先して購入したり、仕事を優先的に発注することで基盤強化にもつながり

ます。 

 これらにより、中小企業の地域における事業を支援することで将来的に従業員の労

働条件の改善が期待でき、地域の活性化につながります。具体的な施策をお伺いいた

します。 

 ３つ目、地域が一体となった中小企業支援の今後についてお伺いしたいと思いま

す。 

 例えば町として地域経済の活性化により税収が増大します。その結果、町民に対す

る安定的なサービスの実施や町の財政健全化につながります。 

 今後、町としても、中小企業振興に向けた新たな部署を設置し、戦略の策定を考え
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てみてはどうか、お伺いいたします。以上です。 

○議長（櫻井 明君） 安田 悟総合政策部長。 

○総合政策部長（安田 悟君） 村山議員の２項目め、岐南町中小企業・小規模企業振

興基本条例についての１番目のご質問、地域が一体となった中小企業の支援について、

これまでの取組と効果についてお答えいたします。 

 2018年に岐南町中小企業・小規模企業振興基本条例を制定いたしました。 

 この条例では、本町の中小企業等の振興に関する基本理念を定め、町、中小企業

等、商工会、大企業及び金融機関の役割を明らかにし、町内中小企業等の振興に関す

る施策を推進、経済の持続的な発展及び町民生活の向上に寄与することを目的として

おります。 

 本町では、事業主が自身の事業を発展させるため、商工会を十分に活用していただ

きたいとの考えに基づき、地域の経済振興を図る最新の情報発信、税務、労務などの

相談、各種講習会の開催の事業を精力的に行っております岐南町商工会と一体的に事

業を実施しております。 

 具体的には、中小企業等の振興につながる各種施策を推進するため、岐南町商工会

の補助金を通じ、町内商工業者の支援をしている状況にあります。 

 岐南町商工会の支援といたしましては、令和５年度は商工振興補助金1,370万8,000

円を計上、さらに岐南町商工会の安定的な運営に資するため、商工会館の設備工事に

係る補助金287万6,000円も別途補助いたしました。今年度は1,406万8,000円の補助金

申請をいただいているところでございます。 

 また、この補助金に加え、若年者就職祝い金支給事業補助金200万円がございます

ので、令和６年度は1,606万8,000円が補助金の総額となります。 

 議員ご質問の地域が一体となった中小企業支援につきましては、商工振興補助事業

であります企業展、よってきん祭ぎなん、キッズお仕事体験などが開催され、いずれ

も多くの方の参加をいただいております。 

 そのほか、商工会員・非会員を問わない支援事業といたしましては、直近で令和２

年、４年及び令和５年度に地域の振興につながりますクーポン券事業を実施しまし

た。 

 生産性向上特別措置法による先端設備等導入計画では、岐南町が認定することで固

定資産税の特例措置、これは最大３年でございますが、これを受けることができま

す。直近３か年で108件、1,703万7,000円の固定資産税の減免をいたしました。 

 一方、事業者が金融支援を受けられる制度といたしましては、町が認定を行い、通

常の保証限度額とは別枠で借入債務を保証するセーフティネット保証事業制度がござ
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います。新型コロナウイルス感染症関連セーフティネット保証の実績といたしまして

は、直近の３か年で132件を認定いたしました。 

 また、町では工事の発注、物品及び役務の調達において、町内中小企業の受注機会

の増大に努めております。 

 このように、商工会、町内事業者の経営安定に向けた支援、取組を行っているとこ

ろでございます。 

 次に、２番目のご質問、条例制定の効果により実現した具体的な施策についてお答

えいたします。 

 本町では、町内での起業・創業を支援するため、岐南町創業支援等事業計画を策定

し、産業競争力強化法に基づく国の認定を受けております。 

 この計画の具体的な支援内容といたしましては、大きく２つございます。 

 １．総合支援機関の連携。岐南町の創業支援機関が連携し、創業を目指す方や創業

間もない方、これは創業５年未満ですが、に対してそれぞれの強みを生かした支援。 

 ２．特定創業支援等事業。一定の条件を満たすことで創業時の支援措置が受けられ

るプログラムです。これには、創業に必要な知識を提供するための継続的な支援が含

まれています。 

 なお、この計画に基づき、町は例年、岐南町創業支援機関連携会議を開催してお

り、町内金融機関、ぎふ農業協同組合、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター、

岐南町商工会及び本町が連携し、創業希望者、創業後５年未満の方を支援する事業を

実施しております。直近３か年の創業支援連携機関での相談支援対象者は106件であ

り、創業数は67件でございました。 

 そのほか、創業希望者の支援といたしまして、空き店舗対策としても有効な家賃補

助を実施しており、直近３か年で延べ26件、446万4,000円をご活用いただきました。 

 続きまして、３番目のご質問、地域が一体となったこれからの中小企業支援につい

てお答えいたします。 

 先ほども述べさせていただきましたクーポン券事業は、地域が一体となった事業の

一つであります。 

 昨年度実施いたしました岐南町生活者応援クーポン事業では、加盟店舗数98件、総

額5,158万4,000円の使用がございました。個人消費の押し上げ効果だけでなく、クー

ポン券をきっかけに地域の魅力が再確認され、継続的な消費増加につながるものと考

えます。 

 町は、今後も地域が一体となった中小企業支援を行ってまいります。 

 具体的な中小企業支援策は現在検討中でございますが、町民、商工業者のニーズに
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合った魅力ある施策の実施を考えております。 

 議員ご提案の中小企業振興に向けた新たな部署の設置につきましては、本業務の重

要性を十分認識しておりますが、引き続き経済環境課が業務を担わせていただきま

す。 

 小規模事業は、働き盛りの方、子育てをしながら働いておられる方や高齢者、障害

者など多くの雇用を支える地域の重要な役割がございます。 

 また、町内の若者やＵターン、Ｉターン人材の雇用は、定住化、町の活性につなが

ります。 

 今後も岐南町の中小企業に対し継続的な支援に努めてまいります。以上でございま

す。 

○議長（櫻井 明君） ４番 村山博司議員。 

○４番（村山博司君） それでは３つ目、安心で安全な生活を実現するまちづくりにつ

いてということで、１つ、防災倉庫建て替え及び駐車場整備事業について……。 

○議長（櫻井 明君） 発言時間の制限を超えましたので、ここで質問を終了してくだ

さい。 

○４番（村山博司君） はい、終わります。 

○議長（櫻井 明君） 時間内に質問されたことについてだけお答えするということで

すので、しばらくお待ちください。 

〔「質問していないで答弁ないよ」との声あり〕 

○議長（櫻井 明君） １つあったので。 

〔「何の質問をしたいの」との声あり〕 

○議長（櫻井 明君） ご説明申し上げます。 

 についてこれから質問するということであったので、具体的な質問内容に入ってい

ないということでお答えはできないということですので、またそれを求めることもで

きないということになっておりますので、村山議員の質問時間はこれで終わります。 

 次に参ります。 

 ここで暫時休憩いたします。２時５分まで休憩いたします。 

 午後 １時５７分 休憩 

 

 午後 ２時０４分 再開 

○議長（櫻井 明君） 休憩を終わり、会議を再開いたします。 

 ２番 加藤雅浩議員。 

○２番（加藤雅浩君） ２番議員 加藤でございます。 
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 議長のお許しをいただきましたので、大きく３点、分割形式にて質問をさせていた

だきます。 

 まず１つ目になりますけれども、行政が住民と共に汗をかく自治体3.0のまちづく

りへということで、いろんなまちづくりの活動については、今、岐南町におきまして

は、自治会を主体にして取組がなされています。ただ、そのことによって自治会への

依存度が非常に高いということで、自治会のほうからも負担がすごく大きいというこ

とが言われております。そうした課題についてどう取り組むかというのをまず最初に

お答えをいただきたいと思います。 

 そもそも自治会というのは、その字のとおり、自ら治める会、自分たちでその課題

について取り組むということが主になります。自治会の結成される構成員となる方た

ちというのは、あくまでもそこに住んでいる住民の皆さんであって、何か目的を持っ

て集まったわけではなくて、いわゆる単なる地縁団体という位置づけです。なので、

特定の目的をその自治会に持たせて、まちづくりの一翼を担っていただくということ

を行政のほうから依頼すること自体にそもそも無理があるんではないかなと。 

 そのことについて、今後、自治の担い手が減っていく、人口減少、少子高齢化とい

うことが言われてますけれども、自治の担い手が減っていく中で、自治会主体のまち

づくりの限界についてどう捉えているのかをお答えいただきたいと思います。 

 その中で、じゃあどうすればいいのかというと、それぞれのやりたいこととか、ボ

ランティアで取り組まれていることというのが、その中、自治会の会員の中でも個々

にはあると思います。そうした方たちの同じ目的、同じやりがいを持った人たちが集

まってできた団体、いわゆるボランティア団体というのをしっかり育てていって、そ

うした方たちが地域での課題というもの、それから町全体の課題というものに取り組

んでいただけるような形というのが理想ではないか。 

 いわゆるここで自治体3.0ということを言っていますけれども、これまでの行政サ

ービスの競争をしていくような自治体2.0の形から、新しい行政と住民が共に汗をか

くような自治体3.0の自治体に進んでいく、そのためにはこうしたボランティアの団

体ややりがいを育てていくような仕組みをつくっていくことが必要ではないかな。そ

うした支援体制の強化についてどう考えているか、お答えいただきたいと思います。 

 そして、最後、４つ目になりますけれども、今現状で自治会絆づくり交付金という

のがございます。これは元松原町長の時代に始まってもう十何年たってきたわけなん

ですけれども、そもそも絆という言葉、これは東日本大震災のときに人と人とのつな

がりを持って地域の課題とかに取り組んでいく。ボランティアで避難所運営とか、そ

ういった課題についてやっていくというところで、絆というところが言われていたん
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ですけれども、そもそもこの絆という漢字「きずな」という読み方以外に「ほだし」

という読み方もあります。それぞれの意味を辞書で調べていきますと、まず「きず

な」というのは馬、犬、鷹などをつなぎ留める綱、転じて断とうにも断ち切れない人

の結びつきという意味があります。「ほだし」という意味は、自由を束縛するもの。

馬の足にかけて歩けないようにする縄というその名のとおりですね。もともとはそん

なにいい意味ではなかったんですよね。 

 それが東日本大震災のときに、割とポジティブな感じで広まって、今当たり前に使

われるようになったわけなんですが、現状は当初の始めた絆づくりの目的は、十何年

やって達成したのではないか。次のステージに向けて、この絆づくりの交付金の在り

方そのものを抜本的に見直して、先ほど申し上げたとおり、ボランティア団体がしっ

かりと活躍できるような形にシフトしていくことを考えてはどうかということでお答

えいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井 明君） 堀塲康伸総務部長。 

○総務部長（堀塲康伸君） 加藤議員の１項目め、行政が住民と共に汗をかく自治体

3.0のまちづくりへの１番目のご質問、自治会への依存度が高過ぎて負担が多い課題

にどう取り組むかについてお答えいたします。 

 自治会への依存度につきましては、地域活動、高齢者や子供への見守り活動、行政

だけではカバーしきれない部分について自治会へ頼っている部分も多くあり、自治会

の負担が増加していることは認識しております。 

 また、自治会の在り方検討会においても、自治会の負担軽減をテーマとした議論は

度々行われており、少しずつではありますが、負担軽減に向けて取り組んでいるとこ

ろでございます。その結果として、自治会の負担軽減につながっているのではないか

と考えておりますが、自治会にとっては役員の業務など負担を感じている部分がまだ

まだあると思われます。つきましては、その負担感を少しでも取り除くことができる

よう、自治会としての意見をすくい上げ、自治会として負担を感じている部分を確認

し、改善できるかの検討を行うなど、課題の解決に向けて取り組んでまいります。 

 続きまして、２番目のご質問、自治会主体のまちづくりの限界をどう捉えているか

にお答えいたします。 

 自治会につきましては、地域の発展や地域課題の解決に日々取り組んでおり、様々

なイベント活動を通じた地域住民の交流の場の提供や地域の防災体制の整備など、ま

ちづくりを担う存在として活動していただいております。一方で、自治会は多くの場

合、ボランティアや限られた資源を利用して活動しており、活動する人材についても

自治会の活動を担う若い世代が不足し、一部の限られた住民が活動していることで持
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続的な運営が難しくなることもあります。また、近年においては、自治会加入率の低

下や地域コミュニティーへの関心が薄れていることで、自治会活動への住民の参加意

欲が低下していることも自治会主体のまちづくりを行う上での課題として取り上げら

れています。自治会主体のまちづくりの明確な限界は分かりませんが、様々な要因か

ら限界が近づいてくる可能性があり、自治会の負担を少しでも軽減するためにも、行

政と自治会が協働してまちづくりを進めてまいります。 

 続きまして、３番目のご質問、やりがいを育てる仕組みづくりと支援体制の強化に

ついてお答えいたします。 

 自治会への支援につきましては、絆づくり交付金事業として活動した事業に対して

交付金を交付するなど、様々な支援をしております。しかし、自治会にとっては絆づ

くり交付金事業を活用した事業に負担を感じており、やりがいにつながっていない場

合もあるため、やりがいにつながる仕組みづくりや支援体制の整備が大事であると認

識しております。 

 また、地域活動につきましては、自治会のみにとどまらず、様々な地域活動をする

団体に活発に活動していただきたいと考えております。そのため、意欲のある団体が

活発に活動していただけるよう、自治会だけでなく、地域で活動している団体や法人

などを含めた様々な団体の方々がやりがいを持って活動していただくためにも交付金

制度や人的支援などを検討し、やりがいを育てるための仕組みづくりや支援体制の整

備を進めてまいります。 

 続きまして、４番目のご質問、次のステージに向けた絆づくり交付金の見直しにつ

いてお答えいたします。 

 自治会絆づくり交付金事業の対象となる事業につきましては、総会の経費、役員手

当など、自治会を運営する経常経費に対して交付する運営事業、地域での交流を深め

る事業、環境美化事業など、運営事業以外の事業で自治会内の連携が図られ、地域の

連帯感が深まり、自治会が自主的に活動する事業に対して交付する絆づくり事業があ

ります。 

 また、自治会絆づくり交付金事業につきましては、平成23年に制度が開始し、13年

を経過したところでございます。これまでにも絆づくり交付金事業を活用し、自治会

で様々な事業を計画して活動していただいておりますが、交付金をもらうために事業

を行わなければならないと感じている自治会があるなど、絆づくり交付金事業の制度

が自治会の役員の負担になっているのではないかと懸念している部分もございます。

一方で、交付金をうまく活用して活発に事業を行っている自治会もあります。 

 今後につきましては、絆づくり交付金事業の見直しも含め、慎重に絆づくり交付金
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事業の在り方を検討してまいります。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ２番 加藤雅浩議員。 

○２番（加藤雅浩君） ２番議員 加藤でございます。 

 議長のお許しをいただきましたので、今の答弁に対して再質問をさせていただきた

いと思います。 

 答弁の中で、自治会主体のまちづくりの限界をどう捉えているかというところで、

自治会主体のまちづくりの明確な限界は分かりませんが、様々な要因から限界が近づ

いてくる可能性があり、自治会の負担を少しでも軽減するためにも、行政と自治会が

協働してまちづくりを進めてまいりますというちょっとよく分からない答弁がありま

した。負担を軽減するために行政と自治会が協働してまちづくりを進めていきますと

いう全く真逆の話をしているんですね。 

 さっきも少し話をした内容は、自治会の絆づくり交付金というのは、これまですご

くそれぞれの自治会の活動というのを活発にしてきた側面はあります。ただ、その絆

という漢字の意味と同じく、行政が自治会の活動を縛る事業となってしまっていない

か。 

 本来やりたいことがある人たちがいたとして、例えばうちの自治会、中食西の自治

会と中食東の自治会、隣り合った自治会の中で、例えば高齢者の見守りをやりたいと

いう方が中食西にいたとします。東のほうにもいたとします。そうした人たちが一つ

の団体をつくって、高齢者の見守りに特化した事業をやろうとしたときに、今の絆づ

くり交付金の制度だと中食西の自治会と東の自治会、それぞれにじゃあ絆づくり交付

金の申請をしなければならない。そうすると、自治会長はその事業をやるということ

になったときには、自治会の行事として何かやらないかんというような感じになって

しまって、じゃあちょっとやめておこうかとなったりとか、やるにしたとしても、自

治会の役員たちがそれを手伝わなきゃいけないというような雰囲気になっていきます

よね。 

 そうではなくて、そうした人たちが団体をつくってそうした活動ができるようにす

るためには、やはりその自治会を通さなくてもしっかりとした活動ができるような仕

組みというのが必要なのではないでしょうか。そういった意味も含めて、自治会とい

うのはあくまでも単なる地縁団体という形で、地域内での必要な最小限な課題という

のを住民相互の協力によって取り組む以上のその役割を求めることにはやはり無理が

あるんじゃないかと。 

 なので、奈良県生駒市の小紫市長が提言している自治体3.0というようなまちづく

りの方針を大きく変えてやっていくことについてどう考えているか、お答えをいただ
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きたいと思います。 

○議長（櫻井 明君） 後藤友紀町長。 

○町長（後藤友紀君） 加藤議員の１項目め、行政が住民と共に汗をかく自治体3.0の

まちづくりへの３番目のご質問、やりがいを育てる仕組みづくりと支援体制の強化に

ついての再質問にお答えをいたします。 

 奈良県生駒市が取り組まれている自治体3.0のまちづくりは、行政主導のまちづく

り自治体2.0から住民と行政が共につくり上げる協働のまちづくりを進めていく取組

になります。 

 本町におきましても、岐南町第６次総合計画の基本計画の中で、施策の方向性とし

て、まちづくりの推進に向けて、行政と住民、関係団体などと協働でまちづくりを推

進し、実践していくことを定めております。 

 しかしながら、議員ご指摘のように、現状、本町のまちづくりが自治会頼みになっ

ていることは否めません。今後、複雑化、多様化する町の課題を解決していくために

は、自治会に依存するのではなく、住民が自主的に地域活動を行う団体、ボランティ

ア団体、事業者などの様々な団体にまちづくりに関わっていただき支援することで、

自治会の負担軽減につなげてまいりたいと考えております。 

 そのためにも、自治会以外の各団体が活発に活動をしていただけますよう、交付金

等を含めた様々な支援体制の整備を検討することで、やりがいや高い意欲を持つ団体

をつくり上げていき、その結果として、行政と各団体が協働してまちづくりを進めて

いけるようにしてまいりたいと考えております。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ２番 加藤雅浩議員。 

○２番（加藤雅浩君） ２番議員 加藤でございます。 

 次に２項目め、ＳＮＳを活用した情報発信とブランディングについて質問をさせて

いただきます。 

 今現状、町の広報媒体、「マイタウンぎなん」の広報紙、それからホームページ、

それ以外にもＳＮＳ等々を使って様々なツールで情報を発信しております。 

 今、本当にＳＮＳ、各個人がスマホを持つようになって、情報というのが非常にた

くさんあふれてきました。あふれてきたがゆえに、その中でも本当に有益な情報とい

うのを見極めて、正しい目で判断していくということが求められる時代になってきた

中で、町としての情報の発信の仕方というものも大事になってきております。 

 そうした中で、今現在、ＳＮＳ、インスタグラム、それからＬＩＮＥ、ユーチュー

ブかな、この３つぐらいをたしかやっていたと思うんですけれども、特にインスタグ

ラムにつきまして、まず発信するときにコンセプト設計が明確になっているか、ＳＮ
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Ｓの世界ではただ単に日記的な感じ情報を発信して、リア充を自慢するような方々も

たくさん見える中で、ビジネスのツールとして使われる方もたくさん見えます。そう

したＳＮＳの運用について、ＳＮＳマーケティングという形でいろんなやり方がある

わけなんですけれども、そのＳＮＳマーケの中で、一番最初に大事になってくるのが

このコンセプト設計。自分がこの情報を発信するときにどういった情報を発信するの

か、それをどういった人に向けて発信するのか、そしてその人たちにどういう行動を

してほしいのかということがはっきりした上で、それに合った形で情報を発信してい

くというのが非常に大事になってきます。 

 さきの東京都知事選挙におきましても、広島県の安芸高田市長の石丸さんがＳＮＳ

を使った情報発信によって、当選はできませんでしたけれども大躍進をしたというよ

うなこともあって、これからＳＮＳの使い方によっては非常に大きな力を発揮してい

く。安芸高田市長時代にもそうしたＳＮＳ、マスコミも含めた情報発信の仕方が非常

にうまかったことによって、安芸高田市のふるさと納税の金額がその期間物すごく増

えたよというような効果もあったりとか。 

 なので、まず最初にコンセプト設計が明確になっているかということをお尋ねしま

す。 

 次に、エンゲージメントを意識した運用がなされているかということで、ＳＮＳの

中では、昔はフォロワーの数が大事だったんですけれども、今はフォロワーの数より

もエンゲージメントというのが大事になってきます。エンゲージメントというのは、

その投稿した内容についての反響の割合ですね。どれだけいいねがついたかとか、ど

れだけ保存されたかとか、どれだけシェアされたかとか、そういった数が大事になっ

てきます。フォロワーの数が幾ら多くても、そのエンゲージメントが低い状態だとあ

まり拡散されない。逆にフォロワーの数が少なくても、エンゲージメントが高い投稿

であれば、フォローしてない人のところにもお勧めとして表示されたりして、物すご

く拡散をしていく。いわゆるバズるという状態になるわけなんですけれども、そうし

たエンゲージメントを意識した運用がなされているかどうかをお尋ねします。 

 次に３つ目、フィードとリール投稿の使い分けはどのようにしているかということ

で、かつてはフィード、いわゆる映える写真とかそういったものを載せて反響率を高

めていたというようなところもあったんですけれども、インスタグラムのＡＩが発達

しまして、アルゴリズムの解析方法が変わって、今はそうしたフィードよりも長く見

てもらいたい、インスタグラムも長く使ってもらいたいというところで、リールとい

うショート動画、短い動画を中心に運用がなされることによって拡散されやすくなっ

ていくというような運用方法自体も変わってきています。 
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 そうしたアルゴリズムの変化にも対応していかなければならないというのがこのＳ

ＮＳ運用の難しいところではありますけれども、フィードとリール投稿の使い分けは

どのようにしてみえるのか、お尋ねいたします。 

 次に４つ目、他の媒体や施策への誘導をする導線はしっかり確保されているかどう

かをお尋ねします。 

 一番最初に申し上げたとおり、ＳＮＳを活用して情報を発信する最終的な目的は、

ビジネスの世界でいうとマネタイズ、いわゆる商品を売るというところになってくる

わけですね。行政でいうところのマネタイズというところは、やはりさっきも少し話

を出しましたけれども、ふるさと納税で寄附をしてもらったりとか、何かイベントを

やるときにお客さんとして来てもらうとか、何かの講座をやるときでもそこに参加者

として来てもらうとか、そうした具体的な明確な着地点、ゴールがあって、そこに向

けてどうやってこの見ている人を導いていくかというのが必要になってくるわけなん

ですけれども、ホームページとか、マイタウンとかそういった他の媒体や施策へ誘導

する導線はしっかり確保されているかどうか、お答えいただきたいと思います。 

 そして最後、５つ目ですけれども、ＳＮＳ運用というのは今申し上げたとおり、非

常に運用の手法としては難しい部分もありますので、それは職員だけで全てやってい

こうとするとなかなか労力もかかるし、大変な作業になってきます。ですので、お隣

の笠松町なんかも、つい先日だったと思いますけれども、外部委託をすることを予算

化して、事業者の募集などもされていたようです。そうしたＳＮＳ運用について外部

に委託すること、それからそれと併せて職員の情報発信のスキルアップというものに

ついてやっていかなければいけませんが、その点についてどうお考えになられている

か、お答えをいただきたいと思います。以上です。 

○議長（櫻井 明君） 堀塲康伸総務部長。 

○総務部長（堀塲康伸君） 加藤議員の２項目め、ＳＮＳを活用した情報発信とブラン

ディングについての１番目のご質問、コンセプト設計は明確になっているかについて

お答えいたします。 

 ＳＮＳにおけるコンセプト設計とは、ＳＮＳ投稿における基本的な概念や考え方の

ことをいい、コンセプト設計がなされ、ＳＮＳ投稿を担当する職員全員が正しく認識

することにより方向性のぶれや内容の不一致が起こることなく、投稿の一貫性を保つ

ことができるものです。特にインスタグラムのユーザーにおいては、特定のテーマや

コンセプトに引かれやすいという傾向があるため、コンセプトの明確な設計は運用の

方針を明確にし、結果としてフォロワーの獲得などにつながるものとされております。 

 現在、本町におけるＳＮＳの活用状況につきましては、ＬＩＮＥ、インスタグラム、
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ユーチューブの３つのメディアを岐南町公式ＳＮＳとして運用しております。公式Ｓ

ＮＳにつきましては、令和５年度に策定した岐南町ソーシャルメディアガイドライン

に基づいて運用しておりますが、岐南町ソーシャルメディアガイドラインには、個々

のＳＮＳごとに運用規程を定めており、その中に記載された活用目的やコンテンツ作

成のルールに沿って職員による投稿がなされております。担当する職員がガイドライ

ンによる共通認識を持って投稿を行っており、例えばインスタグラムであれば、町の

魅力発信を主な投稿内容とするなど、ガイドラインで示されたＳＮＳごとに得意とす

る目的に即した投稿内容となっているため、発信内容の一貫性は保たれており、一定

程度のコンセプト設計はできているものと認識しております。 

 しかしながら、ガイドラインでは詳細なコンセプトまで明記がなく、例えばコンテ

ンツのデザインなどについては一部担当者の主観による部分もあることから、今後よ

り一層のフォロワー数の獲得など、ＳＮＳの利用を広めていくためには、さらにしっ

かりとしたコンセプト設計が必要になっていくため、コンセプト設計の見直しや具体

化も検討していきたいと考えています。 

 ２番目のご質問、エンゲージメントを意識した運用がなされているかについてお答

えします。 

 エンゲージメントは、もともとマーケティングにおいて企業と顧客の結びつきを表

すことをいい、ＳＮＳにおけるエンゲージメントとは、いいね、リポストといった投

稿に対する反応のことを表します。エンゲージメントは、投稿コンテンツに対するユ

ーザーの関心度や興味の強さを示す重要な指標であるため、ＳＮＳの運用において、

フォロワー数と並び重要な成果指標となっています。中でもインスタグラムはエンゲ

ージメントを重要視していると言われており、エンゲージメントの高い投稿はフォロ

ワーに表示されやすくなったり、発見タブやハッシュタグによる露出が増え、フォロ

ワー外のユーザーが見られる機会が増えることも期待でき、結果的にフォロワーの獲

得につながる可能性が高まります。 

 エンゲージメントを高めるための手法と呼ばれているものは幾つかありますが、一

般的に言われているのはターゲットの明確化です。現在のインスタグラムの投稿につ

いては、ガイドラインでインスタグラムの得意分野と位置づけている魅力発信のうち、

インナープロモーションとして町内の飲食店の紹介を中心に行うことで、潜在的に人

気の高いグルメユーザーをターゲットにしております。また、コンテンツと関連のあ

るハッシュタグのみつけるといった手法も取り入れており、部分的にはエンゲージメ

ントを意識した運用をしております。その結果、指標であるエンゲージメント率は平

均５％を超え、ストーリーズの閲覧率も20％を超えているため、一定程度の成果は出
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ているものと認識しています。 

 しかしながら、エンゲージメント率はフォロワー数が少ないと高くなる傾向にある

ことや、自治体の公式ＳＮＳには特定のファン層の獲得ではなく、万人に広く知らし

めるという目的もあり、エンゲージメントという指標と同時にフォロワー数も重要な

指標になります。エンゲージメントを高めることは結果的にフォロワー数の増加にも

つながりますが、エンゲージメントを高めることだけにこだわらず、幅広い層に見て

もらえるコンテンツ作成を目指して、手法や内容を検討していきたいと思っています。 

 ３番目のご質問、フィードとリール投稿の使い分けはどのようにしているかについ

てお答えいたします。 

 インスタグラムの主要な投稿形式として、画像をメインとして投稿するフィード投

稿とショート動画を用いて投稿するリール投稿の２つがございます。 

 フィード投稿は、画像をメインとして投稿するため、絵や文字として情報を分かり

やすく伝えることが可能です。基本的に静止画ですので、複数枚の投稿をユーザー自

身のペースで内容を確認できるため、情報を正しく伝えていきたいときなどに活用さ

れる形式ですが、一方で投稿の内容が分かりづらかったり、有益性や共感、興味を感

じる部分が薄かったりすると、最後まで見てもらえないという特徴もあります。 

 リール投稿はショート動画であり、スマホの画面をスクロールするとすると簡単に

次の動画が再生されることから、見ているユーザーはじっくり動画を探すのではなく、

ちょっとした空き時間でも気軽に見ることができます。リール投稿はユーザーニーズ

が高いだけでなく、フィード投稿に比べ拡散力が高く、フォロワー外にも届きやすい

ことから、現在はリール投稿に勢いがありますが、一方で動画作成にはフィード投稿

の画像と比較し、かなり時間がかかることがデメリットとして挙げられます。どちら

の投稿がよいというものではなく、委員ご質問のとおり目的に応じた使い分けが重要

になります。 

 岐南町公式インスタグラムにおいては、現状では岐南町のインスタグラムを認知し

ていない潜在層へのアピールが必要と考えており、非フォロワー層への拡散力の高い

リール投稿を基本として投稿しているため、フィード投稿の割合は少なく、使い分け

をあまりしていない状況です。しかしながら、現在投稿の主となっているリール投稿

につきましては、先ほどデメリットでも申し上げた動画作成に係る作業工数が多いこ

とから、工数がかかることによる投稿頻度の低下が問題として挙げられます。作成工

数については、職員のスキル向上や動画作成を支援するアプリの導入などによる改善

も見込めますが、そもそもそれぞれの投稿の特性が異なるため、例えばリール投稿と

リール投稿の間にフィード投稿を挟むことにより更新頻度を上げるなど、投稿内容や
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投稿タイミングから最適な投稿形式や投稿スケジュールを今後は検討していきたいと

考えております。 

 ４番目のご質問、ほかの媒体や施策へと誘導する導線は確保されているかについて

お答えいたします。 

 ＳＮＳを中心としたウェブマーケティングにおいての導線は、ユーザーにたどって

ほしい経路のことを表すため、行政機関においてはウェブサイトがユーザーに認知さ

れ、行政サービスを利用していただくまでの一連の流れのことになります。 

 岐南町ソーシャルメディアガイドラインにおいて、ホームページは最も多く情報が

掲載でき、多くの人に閲覧されることから、発信する情報は基本的にホームページに

掲載することとされており、情報発信の中心となる媒体と位置づけられております。

最終的にホームページの当該ページにたどり着いていただき、町の施策を知っていた

だいたり、行政サービスに申し込んでいただくことが導線の出口になります。また、

まずは岐南町のことを知っていただくことが導線の入り口となるため、入り口として

利用される代表的な媒体がＳＮＳになります。 

 公式ＳＮＳのうち、ＬＩＮＥについてはフォロワー数も最も多く、また投稿内容も

行政サービスの情報発信として使用されることも多いため、ＬＩＮＥからの導線は確

保されていると認識しております。しかしながら、インスタグラムとユーチューブに

ついては、当面はフォロワー数を増やすことを目的とし、発信内容は特定テーマを基

本としていることから、導線の確保という点ではＬＩＮＥに及ばないため、今後は動

線の入り口としての活用ができないかという視点からも投稿内容の検討を進めていき

たいと考えております。 

 ５番目のご質問、ＳＮＳ運用の外部委託と職員の情報発信スキルアップをどう考え

ているかについてお答えいたします。 

 ＳＮＳの投稿のうちＬＩＮＥについては、町民及び町政に関わる関係者へ迅速な情

報発信を行うため、各所属において配信を管理しております。 

 インスタグラムとユーチューブについては、ユーザー層が若年層であること、動画

作成など投稿コンテンツの作成に一定以上のスキルが必要なことや統一感を持ったコ

ンテンツの作成が求められることから、若手職員を中心とした横断的な組織としてＳ

ＮＳプロジェクトを立ち上げており、プロジェクトメンバーによる投稿が基本となっ

ております。 

 ＳＮＳプロジェクトでは、プロジェクトメンバーがＳＮＳ関連の研修を受講し、プ

ロジェクトでの横展開などにより、職員の情報発信スキルの底上げを図っております。

しかしながら、ＳＮＳの運用については、より効果の高い配信を実施するためには、
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現在のプロジェクトメンバーによる対応だけではスキル面だけでなく、人的リソース

などの問題もあるため、外部委託についてもＳＮＳプロジェクトにおいて検討を始め

ております。規模の大きい自治体を中心に既に外部委託を実施している自治体もあり

ますが、昨今、コンテンツ発信者向けの手法などの育成事務を提案させることを委託

内容に盛り込んだり、職員以外の発信者を募集するなど、情報発信の委託だけにとど

まらない事例もあります。そういった先進自治体の事例を参考にしつつ、現在のコン

テンツの何が問題で、どの点が職員で担うのが難しいのかを整理し、委託が必要な業

務と職員が担うべき業務を見極めていきたいと考えております。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ２番 加藤雅浩議員。 

○２番（加藤雅浩君） ２番議員 加藤でございます。 

 ただいまの答弁について再質問をさせていただきます。 

 運用の方法については、ある程度決められた中でやっているというのはよく分かり

ました。 

 目標として掲げている部分が、今の段階ではフォロワー数というところを追ってい

るのかなという感じがするんですが、あまりフォロワーを追っても今もう意味はない

かなというのを具体的に申し上げますと、例えば１万人のフォロワーがいます。何か

投稿をしました。そのときに１％の人が例えばいいねを押してくれた。そうすると、

いいねを押してくれた人の数は100人です。片一方で1,000人のフォロワーがいます。

10％の人がいいねを押してくれました。いいねを押してくれた人の数は100人で、さ

っきのアカウントと同じです。じゃあどっちがフォローしていない人に広がるかとい

うと、1,000人のフォロワーの10％がいいねしてくれた投稿のほうが爆発的に拡散力

があるわけですね。さっきの投稿の10倍ぐらい拡散していくわけです。そうすると、

あまり反響のないフォロワー、要は昔でいうといいね回りとかフォロー回りをしてフ

ォロワーを増やすということをよくやっていたんですけど、そういうことをするより

かは、しっかりと日々こつこつ投稿をした内容に興味・関心を持ってもらって常に見

ていたいというファンを増やしていくということに尽力していかれるほうがいいんじ

ゃないかなというふうに思いました。 

 そうしたＳＮＳ運用の難しさというのは、これも今こうだから来年どうかというと

そうじゃないかもしれないという、すごく動きが速い中で、これからコンセプト設計

も含めたＳＮＳ運用というところでいくと、せっかくやるからには最終的にはマネタ

イズというところを意識した運用がされていくと、より税金の使い方としてはいいわ

けですし、様々な施策もそうしたことで住民がより広く利用してもらえたりとか、協

力してもらえたりとかという形になっていくと、行政効果も高くなっていくというこ
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とからすると、単なる広報媒体というところから一歩抜け出して、より効果的に事業

を進めていくための手段として、外部委託と共に広報を専門に取り扱う部署であると

か、職員配置について考えていく必要があると思いますが、その点についてどうお考

えなのか、お答えをいただきたいと思います。 

○議長（櫻井 明君） 後藤友紀町長。 

○町長（後藤友紀君） 加藤議員の再質問についてお答えをいたします。 

 ＳＮＳにおけるマネタイズとは、一般的にサービスやコンテンツを提供し、利用者

から課金や会費などの収益を得ることをいいます。これを行政に置き換えた場合、岐

南町にふるさと納税をしてもらう、岐南町に移住をしてもらう、行政サービスを利用

してもらうなど、様々な目的が考えられます。 

 この目的に応じたＳＮＳの運用をしていくためには、相応のスキルやノウハウが必

要になりますが、職員のみで運用する場合、効果的な運用方法を試行錯誤したり、Ｓ

ＮＳ運用に関する知識を学ぶ必要があることから、成果を出すまでに非常に時間がか

かります。外部に委託した場合、専門スキルやノウハウを持つ業者による対応となる

ことから、効果的かつ定期的なＳＮＳ投稿を実現することは可能ではありますが、一

方で職員に対してノウハウやスキルが蓄積されにくいというデメリットもあります。

委託の内容によっては、ＳＮＳ運用を内部の担当者で行うためのサポートや育成業務

を行うサービスもありますが、一方で提案されたノウハウやスキルを蓄積できる体制

というのも併せて必要になります。 

 今後は、ＳＮＳを含めた広報を専門に取り扱う部署の立ち上げも選択肢の１つとし

て、外部委託の必要性だけではなく、委託の範囲も検討した上で、機構改革や職員配

置も含めて総合的に判断していく必要があると考えております。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ２番 加藤雅浩議員。 

○２番（加藤雅浩君） ２番議員 加藤でございます。 

 最後、３つ目の質問に移らせていただきます。 

 育休退園問題から見る子育て支援の課題ということで、ちょっといつだったか忘れ

ましたけれども、ちょっと前の新聞の記事に育休退園の廃止に動く自治体が多いとい

うような記事が出ていました。岐阜県内42市町村中、たしか11市町村が、まだ育休退

園廃止にはなっていないよというような現状だったと思います。 

 要は、42市町村のうち11町村を除いた31自治体がそうした育休退園の廃止というふ

うに動いていることを町としてどう見ているのか、まずお答えをいただきたいと思い

ます。 

 実際、今、岐南町としては、育休退園廃止ということはまだできていないわけなん
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ですけれども、その育休退園に向けた考えと、まだできていないということに対して

は何らかの課題があるわけですので、その課題についてお答えをいただきたいと思い

ます。 

 ３つ目なんですけれども、その育休退園というのは、こうした子育てを取り巻く特

に保育行政を行う上での１つの問題ではあるんですけれども、大きな根本的な問題と

いうところでいくと、まず保育所のニーズが高くなってきているよ、昔と比べて共働

きの世帯がかなり増えてきて、ある金融機関の調査によると、８割が共働きの世帯に

なっているんじゃないかというぐらいに保育ニーズが高まってきました。 

 その一方で、少子高齢化という流れの中で、保育士の不足という問題も出てきてお

ります。ニーズが高くなってくる、その一方で、こっちのほうで保育士が足らないと

いうところで、しっかりとした定員を受け入れる状態がしっかり保てていないという

現状の中で、安定した保育というのを実施するためにできることは何だろうか、そこ

をまずしっかり考えていく必要があるのではないかというところで、まず保育士の待

遇改善に対する支援策があるか、どのようなことをしているのか、お答えをいただき

たいと思います。 

 そして、共働き世帯の増加に伴って保育ニーズが高まっているというところもあり

ますけれども、町のいわゆる未満児保育の部分は、特に民営化する前におきましては、

各小学校区に１か所ずつ、それぞれ定員、たしか６名ぐらいの、町内でも18人とか20

人ぐらいの規模だったと思います。それを民営化して、岐南さくら保育園が未満児専

門の保育園としてできたときには90人の定員になりました。そんなにいるのかという

ような話も当時少しはあったんですけど、実際は90人すぐに埋まってしまって足らな

くなって、園舎を建てて130人にしました。もう一つの豊誠会のほうでも未満児の施

設を建てて、そして２つですね、事業所でもそこもいっぱいになってきたよといった

現状の中で、特に未満児の部分についてのニーズというのが高くなってきている。 

 ただ、その当時の考え方と、また今の考え方の部分で、若干その中の構成とかも変

わってきた中で、特にゼロ歳児とか１歳児、特に小さい子供の部分のニーズが高くな

ってきたときに、その当時の考え方で建てられた施設とか、改修された施設の中でも

使いにくい部分とか使えない部分があって、そうした子供たちをしっかり受け入れよ

うと思うと、さらなる施設の改修であるとか、増築であるとか、そういったことも必

要になってくるわけなんですけれども、そうした保育ニーズに対応する施設整備の考

えというのはあるでしょうか、お答えをいただきたいと思います。よろしくお願いい

たします。 

○議長（櫻井 明君） 岩田恵司福祉部長。 
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○福祉部長（岩田恵司君） 加藤議員の３項目めのご質問の１番目の育休退園廃止に動

く自治体が多いことをどう見ているか。 

 ２番目の育休退園廃止に向けた考えと課題はあるかにつきましては関連しておりま

すので、併せてお答えのほうをいたします。 

 育児休業の退園廃止に動く自治体が多い中、本町におきましても、育児休業の退園

廃止につきましては、育児休業中の子育て世帯の負担軽減につながることとして大変

重要な課題と受け止めております。しかしながら、国の育児休業中の保育の原則的な

考えは、次年度に就業を控える子供の発達環境上の変化に留意する必要がある場合、

また保護者の健康状態やその子供の発達上の環境の変化が好ましくないと考える場合

など、保育認定の要件としております。 

 育児休業は、育児のためにその期間の休業が認められている制度であることから、

基本的に保育認定の要件に当たらないとされており、本町においては、共働きや独り

親家庭の増加、育児休業明けで職場復帰される母親が増えるなどの社会的背景もあり、

育児休業の継続保育を認めることは定員に空きがある保育施設が限られている現段階

におきましては、難しいと言わざるを得ません。 

 いずれにいたしましても、今後、他市町村の動向をさらに注視し、利点や課題を精

査し、本町の保育需要を勘案して町内保育施設と連携を図りながら、子育て世帯にと

ってよりよい保育となるよう努めてまいります。 

 ３番目のご質問、安定した保育を実施するための保育士の待遇改善についての支援

についてお答えいたします。 

 現在、本町の安定した保育を実施するために、町から保育施設に対し、保育士確保

サポート奨励金、年度途中受入促進事業補助金、待機児童解消促進事業補助金といっ

た補助金を交付しております。 

 保育士確保サポート奨励金は、新たに保育士を６か月以上雇用し、その年度の３月

初日まで引き続き雇用した保育施設に対し、保育士一人当たり15万円を補助するもの

で、町の独自事業として実施のほうをしております。また、年度途中受入促進事業補

助金は、未満児を年度の途中から受け入れをするために、年度当初から保育士を配置

していた保育士施設に人件費の一部を補助するものです。補助の対象となる保育士は

１人で、本事業におきましては岐阜県の事業となっております。 

 待機児童解消促進事業補助金は、年度途中受入促進事業補助金を補完するもので、

補助の対象となる保育士を６人としており、町の独自事業として実施のほうをしてお

ります。 

 町といたしましては、これらの補助金以外にも補助制度を整備しておりますが、今
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後、保育施設からの要望がございましたら、実施の可否も含め、適宜検討のほうをし

てまいります。 

 ４番目のご質問、共働き世帯の増加に伴う保育ニーズに対応する施設整備の考えは

についてお答えのほうをいたします。 

 当町といたしましては、共働き世帯の増加に伴う保育ニーズに応えていくためには、

まず人口の推移を踏まえ、どのくらいの保育の確保量が要るかを図りながら、現状可

能な保育の確保量を各保育施設と合わせながら、将来を見据えた協議、見直しをした

上で、必要である施設整備のほうを行っていきたいと考えております。 

 今後、各保育施設へのアンケートによる確保量の把握並びに協議のほうを予定して

おりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（櫻井 明君） ２番 加藤雅浩議員。 

○２番（加藤雅浩君） ２番議員 加藤でございます。 

 最後、再質問をさせていただきます。 

 現状はよく分かりました。保育士の待遇改善に対する支援も、特に年度途中受入促

進事業補助金、県の事業で保育士１人、年度の途中で受け入れるために保育士を配置

していた人の人件費を補助するもので、それからそれに合わせて待機児童解消促進事

業補助金ということで、町単独の事業として保育士６人が同じ補完するものとしてや

っているという話でした。 

 じゃあこれで保育士不足分が解消されるんじゃないかというふうなことなんですけ

ど、保育士不足と一言で片づけるのはすごく簡単なんですよね。ただ、この保育所を

運営していく上で、最低基準というのを満たしていればそれでいいのかというと、今

現状はそうじゃない現状になっているんですね。 

 例えばゼロ歳児でいくと、３人に１人だったかな、保育士が必要ですよ。年度の途

中で、例えば10人、ゼロ歳児が入園希望がありましたというと３人に１人なので、10

人に対して４人の保育士が必要になってくると。じゃあその保育士、まだ生まれてい

ない子供なので、いつ生まれるか分からない状態で、その４人を待機させておくこと

に対しての経営上のリスクという部分とか、そういったものも考えていかなければな

らないし、例えば１歳児であれば６人に１人だったかな、そういった配置基準があっ

たとして、じゃあ６人に１人をその１人の先生で最低基準で見ていればいいかという

と、１歳ぐらいになると子供は歩き始めるので、６人が同じ場所にいないんですよね。

あっち行ったりこっち行ったりしたときに、１人の先生でじゃあ同じ方向にいない子

供たちが見られるかというと、そうすると２人目、３人目とかという先生が６人に対

しても必要になってくるよ。 
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 あとは配慮の必要な子供、要は発育の遅れであるとか障害があったりとか、そうい

った子たちに対しても先生が余分に必要になってくるよという社会的な要因とかも含

めた中で、保育士の先生の数自体は、恐らくその最低基準だけで見れば、定員の数を

しっかり受け入れるだけの先生の数はいるんだろうとは思うんですけれども、現状、

安全・安心な保育を運営していく中での難しさというところがそこにあるのではない

か。 

 じゃあ、そうした状況の中で、今ある定員をしっかり確保した上で、保育が行政を

保っていくために何をしなきゃいけないかというと、役場の仕事というのは、この保

育の部分に関しては定員管理というところになってくるわけです。じゃあ、どうやっ

たらこの保育所がその必要な定員、要はニーズに対してちゃんと応えられるだけの先

生を用意できるのか、またそうした設備が確保できるのかということをどっちが上と

か下とかということでもなしに、対等の立場でしっかりと話ができるようなコミュニ

ケーションというのをしていかなければいけないんですが、この数年、役場とその事

業者の情報共有とかコミュニケーションがうまく取れていなかったんじゃないかな。

その結果、必要な施策がなされずに、今現状、保育ニーズに応えられていないという

ところだと思いますので、今後はアンケートや協議を進めるというふうにありますけ

れども、定員管理という町本来の役割がしっかり果たせるように、最大限の努力をし

ていきたいと思いますけれども、その考えについてお答えをいただきたいと思います。 

○議長（櫻井 明君） 岩田恵司福祉部長。 

○福祉部長（岩田恵司君） 加藤議員の３項目め、育休退園の問題から見る子育ての支

援課題の再質問、保育士不足の問題と町の考えについてにお答えのほうをいたします。 

 保育士が不足しているかの認識につきましては、各保育施設によりその捉え方は

様々かと推測されますが、議員が言われる安全な保育を行うために、最低基準以上の

保育士が必要であるといった実情から、基準以上の保育士の配置が必要な現場もあろ

うかと思われます。これまで町では保育士不足の対策の一助として、３番目のご質問

でお答えしましたとおり、安定した保育を実施するため、保育施設に対し各補助金の

ほうを交付してまいりました。現在も当町としましては、共働き世帯の増加に伴う保

育ニーズに応えていくため、各保育施設へのアンケート並びに協議を進めることによ

り、より適切な定員管理ができるよう最大限の努力をしていく所存でございます。以

上でございます。 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 

 散会 

○議長（櫻井 明君） 以上をもって本日の議事日程は全部終了しました。 
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 明日９月20日午前10時より会議を開きます。 

 午後 ３時００分 散会 

―――――――――――― ◇ ―――――――――――― 
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